
認
可
外
保
育
施
設
に
関
す
る
情
報
共
有
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム

【
目
的
】
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化
の
実
施
に
あ
た
り
、
償
還
払
い
の
給
付
事
務
に
必
要
と
な
る
認
可
外
保
育
施
設
の
情
報
に
つ
い
て
、
自

治
体
の
圏
域
を
超
え
て
確
認
可
能
な
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
、
適
正
か
つ
円
滑
な
事
務
の
実
施
を
図
る
。
ま
た
、
こ
の
シ
ス
テ
ム
を
活
用

し
て
、
保
護
者
の
方
が
、
指
導
監
督
基
準
の
適
合
状
況
な
ど
、
施
設
選
択
に
資
す
る
情
報
を
閲
覧
可
能
と
す
る
。

【
構
築
方
法
】

内
閣
府
所
管
の
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
全
国
総
合
シ
ス
テ
ム
」
の
う
ち
「
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
デ
ー
タ
管
理
シ
ス
テ
ム
」
が
、

幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化
の
実
施
に
伴
っ
て
、
保
護
者
の
施
設
の
選
択
に
資
す
る
よ
う
、
各
施
設
の
情
報
公
表
を
行
う
こ
と
を
目
的

に
外
部
シ
ス
テ
ム
へ
移
管
す
る
こ
と
に
合
わ
せ
、
認
可
外
保
育
施
設
に
関
す
る
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
を
当
該
シ
ス
テ
ム
に
追
加
す
る
。

シ
ス
テ
ム
構
築
・
運
用

の
補
助

○
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
運
用

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
（
Ｗ
Ａ
Ｍ
）

※
公
募
に
よ
り
決
定

施
設
基
本
情
報
や
基
準
適
合
状
況
、

監
査
実
績
な
ど
施
設
選
択
に
必
要

な
情
報
の
入
手

【
登
録
す
る
情
報
（
案
）
】

・
施
設
基
本
情
報
（
施
設
名
、
所
在
地
な
ど
）

・
指
導
監
督
基
準
適
合
証
明
書
交
付
の
有
無

・
施
設
設
備
情
報
（
構
造
、
面
積
な
ど
）

・
利
用
定
員
、
利
用
児
童
数

・
サ
ー
ビ
ス
内
容
(開
所
時
間
、
サ
ー
ビ
ス
種
別
な
ど
)

・
前
年
度
監
査
実
績
（
基
準
適
合
の
有
無
な
ど
）

・
そ
の
他
（
保
険
の
種
類
、
提
携
医
療
機
関
な
ど
）

無
償
化
の
給
付

【
業
務
フ
ロ
ー
】

認
可
外
保
育
施
設

国

施
設
情
報
の

登
録
(随
時
)

都
道
府
県
等

市
区
町
村

保
護
者

施
設
利
用

設
置
届
、
運
営
状
況

報
告
の
提
出

給
付
に
必
要
な
情
報
の
入
手
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○
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１

（
平
成
2
4
・
2
5
年
度
の
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
２
分
の
１
の
差
額
に
係
る
費
用
を
含
む
）

○
社
会
保
障
の
充
実

・
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化

・
高
等
教
育
の
無
償
化

・
子
ど
も
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施

・
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
改
革

・
医
療
・
介
護
保
険
制
度
の
改
革

・
難
病
・
小
児
慢
性
特
定
疾
病
へ
の
対
応

・
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給

等

○
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
４
経
費
の
増

・
診
療
報
酬
、
介
護
報
酬
、
年
金
、
子
育
て
支
援
等
に
つ
い
て
の
物
価
上
昇
に
伴
う
増

○
後
代
へ
の
負
担
の
つ
け
回
し
の
軽
減

・
高
齢
化
等
に
伴
う
自
然
増
を
含
む
安
定
財
源
が
確
保
で
き
て
い
な
い
既
存
の
社
会
保
障
費

〈
令
和
２
年
度
消
費
税
増
収
分
の
内
訳
〉
（
公
費
ベ
ー
ス
）

（
注
１
）
増
収
額
は
、
軽
減
税
率
制
度
に
よ
る
減
収
影
響
を
除
い
て
い
る
。

（
注
２
）
使
途
に
関
し
て
は
、
総
合
合
算
制
度
の
見
送
り
に
よ
る
4
,0
0
0
億
円
を
軽
減
税
率
制
度
の
財
源
と
し
て
い
る
。

令
和
２
年
度
の
消
費
税
増
収
分
の
使
途
に
つ
い
て

3
.
4
兆
円

3
.
8
9
兆
円

0
.
6
0
兆
円

《
増
収
額
計
：
1
4
.1
兆
円
》

5
.
8
兆
円
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事
項

事
業

内
容

令
和
２
年
度

予
算
案

（
参
考
）

令
和
元
年
度

予
算
額

国
分

地
方
分

子
ど
も
・
子
育
て
支
援

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施

6
,5
2
6

2
,9
8
5

3
,5
4
1

6
,5
2
6

社
会
的
養
育
の
充
実

4
7
4

2
3
7

2
3
7

4
7
4

育
児
休
業
中
の
経
済
的
支
援
の
強
化

1
7

1
0

6
1
7

医 療 ・ 介 護

医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
体
制
改
革

病
床
の
機
能
分
化
・
連
携
、
在
宅
医
療
の
推
進
等

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（医
療
分
）

・
診
療
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
等
の
活
用
分

1
,1
9
4

6
0
2

7
9
6

4
2
5

3
9
8

1
7
7

1
,0
3
4

4
7
6

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

・
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
（介
護
分
）

・
平
成
27
年
度
介
護
報
酬
改
定
に
お
け
る
消
費
税
財
源
の
活
用
分

（
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
等
）

・
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
、
認
知
症
施
策
の
推
進
な
ど
地
域
支
援
事
業
の
充
実

8
2
4

1
,1
9
6

5
3
4

5
4
9

6
0
4

2
6
7

2
7
5

5
9
2

2
6
7

8
2
4

1
,1
9
6

5
3
4

医
療
情
報
化
支
援
基
金

7
6
8

7
6
8

0
3
0
0

医
療
・
介
護
保
険

制
度
の
改
革

国
民
健
康
保
険
等
の
低
所
得
者
保
険
料
軽
減
措
置
の
拡
充

6
1
2

0
6
1
2

6
1
2

国
民
健
康
保
険
へ
の
財
政
支
援
の
拡
充

・
低
所
得
者
数
に
応
じ
た
自
治
体
へ
の
財
政
支
援

1
,6
6
4

8
3
2

8
3
2

1
,6
6
4

・
保
険
者
努
力
支
援
制
度
等

2
,2
7
2

2
,2
7
2

0
1
,7
7
2

被
用
者
保
険
の
拠
出
金
に
対
す
る
支
援

7
0
0

7
0
0

0
7
0
0

7
0
歳
未
満
の
高
額
療
養
費
制
度
の
改
正

2
4
8

2
1
7

3
1

2
4
8

介
護
保
険
の
１
号
保
険
料
の
低
所
得
者
軽
減
強
化

1
,5
7
2

7
8
6

7
8
6

9
0
0

介
護
保
険
保
険
者
努
力
支
援
交
付
金

2
0
0

2
0
0

0
－

難
病
・
小
児
慢
性

特
定
疾
病
へ
の
対
応

難
病
・
小
児
慢
性
特
定
疾
病
に
係
る
公
平
か
つ
安
定
的
な
制
度
の
運
用
等

2
,0
8
9

1
,0
4
4

1
,0
4
4

2
,0
8
9

年
金

年
金
受
給
資
格
期
間
の
2
5
年
か
ら
1
0
年
へ
の
短
縮

6
4
4

6
1
8

2
6

6
4
4

遺
族
基
礎
年
金
の
父
子
家
庭
へ
の
対
象
拡
大

6
8

6
4

4
6
1

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給

4
,9
0
8

4
,9
0
8

0
1
,8
5
9

合
計

2
7
,1
1
1

1
8
,2
8
2

8
,8
2
9

2
1
,9
3
0

令
和
２
年
度
に
お
け
る
「
社
会
保
障
の
充
実
」
（
概
要
）

（
注
１
）
金
額
は
公
費
（
国
及
び
地
方
の
合
計
額
）。
計
数
は
、
四
捨
五
入
の
関
係
に
よ
り
、
端
数
に
お
い
て
合
計
と
合
致
し
な
い
も
の
が
あ
る
。

（
注
２
）
消
費
税
増
収
分
（
2
.3
1兆
円
）
と
社
会
保
障
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
法
等
に
基
づ
く
重
点
化
・
効
率
化
に
よ
る
財
政
効
果
（
▲
0
.4
兆
円
）を
活
用
し
、
上
記
の
社
会
保
障
の
充
実
（
2.
7
1兆
円
）
の
財
源
を
確
保
。

（
注
３
）
保
育
士
の
処
遇
改
善
に
つ
い
て
は
、
「
社
会
保
障
の
充
実
」に
お
け
る
全
職
員
を
対
象
と
し
た
３
％
の
処
遇
改
善
を
実
施
（平
成
2
7年
度
）
。
こ
の
ほ
か
、
「
社
会
保
障
の
充
実
」
と
は
別
に
、
平
成
29
年
度
か
ら
全
職
員
を
対
象
と
し
た

２
％
の
処
遇
改
善
を
行
う
と
と
も
に
技
能
・経
験
に
応
じ
た
月
額
最
大
４
万
円
の
処
遇
改
善
を
行
う
な
ど
、
取
組
を
進
め
て
い
る
。

（
注
４
）
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
実
施
」の
国
分
に
つ
い
て
は
全
額
内
閣
府
に
計
上
。

（
注
５
）
勤
務
医
の
働
き
方
改
革
の
推
進
の
た
め
に
令
和
２
年
度
に
措
置
し
た
14
3
億
円
を
含
む
。

（
注
６
）
救
急
病
院
の
勤
務
医
の
働
き
方
改
革
の
推
進
の
た
め
に
令
和
２
年
度
診
療
報
酬
改
定
に
お
い
て
措
置
し
た
1
26
億
円
を
含
む
。

（
注
７
）
医
療
に
お
け
る
保
険
者
の
予
防
・
健
康
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
強
化
を
図
る
観
点
か
ら
、
地
方
自
治
体
に
お
け
る
予
防
・
健
康
づ
く
り
事
業
を
後
押
し
す
る
た
め
、
従
来
の
保
険
者
努
力
支
援
制
度
と
は
別
に
令
和
２
年
度
に
措
置
し
た
50
0
億
円
を
含
む
。

（
注
８
）
従
来
の
保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
20
0億
円
と
合
わ
せ
て
、
介
護
に
お
け
る
保
険
者
の
予
防
・健
康
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
強
化
を
図
る
観
点
か
ら
、
地
方
自
治
体
に
お
け
る
予
防
・健
康
づ
く
り
事
業
を
後
押
し
す
る
た
め
、
令
和
２
年
度
に
20
0億
円
を
措
置
。

（
注
４
）

（
単
位
：
億
円
）

（
注
３
）

（
注
５
）

（
注
６
）

（
注
７
）

（
注
８
）
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量
的
拡
充

質
の
向
上

所
要
額

４
，
２
５
８
億
円

２
，
７
４
２
億
円

主
な
内
容

○
認
定
こ
ど
も
園
、
幼
稚
園
、
保
育
園
、

地
域
型
保
育
の
量
的
拡
充

（
待
機
児
童
解
消
加
速
化
プ
ラ
ン
の
推
進
等
）

○
３
歳
児
の
職
員
配
置
を
改
善
（
２
０
：
１
→
１
５
：
１
）

○
私
立
幼
稚
園
・
保
育
園
等
・
認
定
こ
ど
も
園
の
職
員
給
与

の
改
善
（
３
％
）

○
保
育
標
準
時
間
認
定
に
対
応
し
た
職
員
配
置
の
改
善

○
研
修
機
会
の
充
実

○
小
規
模
保
育
の
体
制
強
化

○
減
価
償
却
費
、
賃
借
料
等
へ
の
対
応

な
ど

○
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
の
量
的
拡
充

（
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
、
一
時
預
か
り
、

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
等
）

○
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
充
実

○
病
児
・
病
後
児
保
育
の
充
実

○
利
用
者
支
援
事
業
の
推
進

な
ど

○
社
会
的
養
育
の
量
的
拡
充

○
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
配
置
を
改
善
（
５
．
５
：
１
→
４
：
１
等
）

○
児
童
養
護
施
設
の
小
規
模
か
つ
地
域
分
散
化
の
推
進

○
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
配
置
基
準
の
強
化
を
含
む
高
機
能
化
の
推
進

○
民
間
児
童
養
護
施
設
等
の
職
員
給
与
の
改
善
（
３
％
）
な
ど

量
的
拡
充
・
質
の
向
上
合
計
７
，
０
０
０
億
円

○
「
０
．
７
兆
円
の
範
囲
で
実
施
す
る
事
項
」
と
し
て
整
理
さ
れ
た
「
質
の
向
上
」
の
事
項
に
つ
い
て
は
、

令
和
２
年
度
予
算
（
案
）
に
お
い
て
も
引
き
続
き
全
て
実
施
。

令
和
２
年
度
に
お
け
る
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
「
量
的
拡
充
」
と
「
質
の
向
上
」
項
目

○
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
「
量
的
拡
充
」
と
「
質
の
向
上
」
を
実
現
す
る
た
め
に
は
「
１
兆
円
超
」
の
財
源
が
必
要
と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、

政
府
に
お
い
て
は
、
引
き
続
き
、
そ
の
確
保
に
最
大
限
努
力
す
る
。
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事
項

事
業
内
容

令
和
２
年
度

予
算
案

国
分

地
方
分

待
機
児
童
の
解
消

•「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
を
前
倒
し
し
、

20
20
年
度
末
ま
で
に

32
万
人
分
の
受
け
皿
を

整
備
。

• 
保
育
士
の
確
保
や
他
産
業
と
の
賃
金
格
差
を
踏
ま
え
た
処
遇
改
善
に
更
に
取
り
組
む

（
20

19
年
４
月
か
ら
更
に
１
％
（
月

30
00
円
相
当
）
の
賃
金
引
上
げ
）
。

7
2
2

3
5
8

3
6
4

幼
児
教
育
・
保
育
の
無

償
化

• 
３
歳
か
ら
５
歳
ま
で
の
全
て
の
子
供
た
ち
及
び
０
歳
～
２
歳
ま
で
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
の

子
供
た
ち
の
幼
稚
園
、
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
等
の
費
用
を

20
19
年

10
月
か
ら
無
償
化
。

8
,8
5
8

3
,4
1
0

5
,4
4
8

高
等
教
育
の
無
償
化

• 
少
子
化
に
対
処
す
る
た
め
、
低
所
得
世
帯
で
あ
っ
て
も
社
会
で
自
立
し
活
躍
で
き
る
人
材
を

育
成
す
る
大
学
等
に
お
い
て
修
学
で
き
る
よ
う
、
高
等
教
育
の
修
学
支
援
（
授
業
料
等
減
免
・

給
付
型
奨
学
金
）
を
着
実
に
実
施
（

20
20
年
４
月
実
施
）。

5
,2
7
4

4
,8
8
2

3
9
2

介
護
人
材
の
処
遇
改

善

• 
リ
ー
ダ
ー
級
の
介
護
職
員
に
つ
い
て
他
産
業
と
遜
色
な
い
賃
金
水
準
を
目
指
し
、
経
験
・
技

能
の
あ
る
介
護
職
員
に
重
点
化
を
図
り
つ
つ
、
介
護
職
員
の
更
な
る
処
遇
改
善
を
実
施
。
こ

の
趣
旨
を
損
な
わ
な
い
程
度
で
、
介
護
職
以
外
の
職
員
の
処
遇
改
善
も
実
施
（2

01
9年

10
月
実
施
）
。

1
,0
0
3

5
0
6

4
9
6

合
計

1
5
,8
5
7

9
,1
5
6

6
,7
0
1

（
注
１
）
金
額
は
公
費
（
国
及
び
地
方
の
合
計
額
）。
計
数
は
、
四
捨
五
入
の
関
係
に
よ
り
、
端
数
に
お
い
て
合
計
と
合
致
し
な
い
も
の
が
あ
る
。

（
注
２
）
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
の
実
現
に
必
要
な
企
業
主
導
型
保
育
事
業
（幼
児
教
育
・保
育
の
無
償
化
の
実
施
後
は
、
３
歳
か
ら
５
歳
ま
で
の
子
供
た
ち
及
び
０
歳
か
ら
２
歳
ま
で
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
子
供
た
ち
の
企
業
主
導
型
保
育
事
業
の
利
用
者
負
担
を

助
成
す
る
事
業
を
含
む
。
）
と
保
育
所
等
の
運
営
費
（０
歳
か
ら
２
歳
ま
で
の
子
供
に
相
当
す
る
部
分
）に
は
、
別
途
、
事
業
主
が
拠
出
す
る
子
ど
も
・子
育
て
拠
出
金
を
充
て
る
。

（
注
３
）
就
学
前
の
障
害
児
の
発
達
支
援
に
つ
い
て
も
、
併
せ
て
無
償
化
を
行
う
。

（
注
４
）
幼
児
教
育
・保
育
の
無
償
化
に
係
る
令
和
元
年
度
の
地
方
負
担
分
は
全
額
特
例
交
付
金
に
よ
り
補
填
。

（
注
５
）
「
高
等
教
育
の
無
償
化
」に
つ
い
て
は
全
額
内
閣
府
に
計
上
。

（
注
６
）
障
害
福
祉
人
材
に
つ
い
て
、
介
護
人
材
と
同
様
の
処
遇
改
善
を
行
う
観
点
か
ら
対
応
を
行
う
。

（
注
７
）
「
待
機
児
童
の
解
消
」及
び
「
幼
児
教
育
・保
育
の
無
償
化
」の
国
分
、
幼
児
教
育
・保
育
の
無
償
化
に
係
る
自
治
体
の
事
務
費
・
シ
ス
テ
ム
改
修
費
に
つ
い
て
は
全
額
内
閣
府
に
計
上
。

令
和
２
年
度
に
お
け
る
「
新
し
い
経
済
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
（
概
要
）

（
注
３
）

（
単
位
：
億
円
）

（
注
６
）

社
会
保
障
の
充
実
と
財
政
健
全
化
の
バ
ラ
ン
ス
を
取
り
つ
つ
、
安
定
財
源
と
し
て
、
2
0
1
9年
1
0
月
に
予
定
さ
れ
る
消
費
税
率
1
0
％
へ
の
引
上
げ
に
よ
る
財
源
を
活
用
す
る
。
消
費
税

率
の
２
％
の
引
上
げ
に
よ
り
５
兆
円
強
の
税
収
と
な
る
が
、
こ
の
増
収
分
を
教
育
負
担
の
軽
減
・
子
育
て
層
支
援
・
介
護
人
材
の
確
保
等
と
、
財
政
再
建
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
概
ね
半
分

ず
つ
充
当
す
る
。
前
者
に
つ
い
て
、
新
た
に
生
ま
れ
る
1.
7兆
円
程
度
を
、
本
経
済
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
幼
児
教
育
の
無
償
化
、
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
の
前
倒
し
に
よ
る
待
機
児
童
の

解
消
、
保
育
士
の
処
遇
改
善
、
高
等
教
育
の
無
償
化
、
介
護
人
材
の
処
遇
改
善
に
充
て
る
。
こ
れ
ら
の
政
策
は
、
2
0
19
年
10
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
上
げ
を

前
提
と
し
て
、
実
行
す
る
こ
と
と
す
る
。

新
しい
経
済
政
策
パ
ッケ
ー
ジ
に
つ
い
て
（
平
成
29
年
12
月
８
日
閣
議
決
定
）
（
抜
粋
）

（
注
２
）

（
参
考
）

令
和
元
年
度

予
算
額

5
3
6

3
,8
8
2

－

4
2
1

4
,8
3
9

（
注
４
）

（
注
５
）
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３
．
事
業
実
績

一
時
預
か
り
事
業

一
時
預
か
り
事
業

１
．
事
業
概
要

〇
日

常
生

活
上

の
突

発
的

な
事

情
や

社
会

参
加

な
ど

に
よ

り
、

一
時

的
に

家
庭

で
の

保
育

が
困

難
と

な
っ

た
乳

幼
児

を
保

育
所

等
で

一
時

的
に

預
か

る
事

業
。

実
施

主
体

：
市

町
村

（
特

別
区

を
含

む
。

）
補

助
率

：
国

１
／

３
（

都
道

府
県

１
／

３
、

市
町

村
１

／
３

）
令

和
２

年
度

補
助

基
準

額
（

案
）

（
一

般
型

基
本

分
）

：
１

か
所

あ
た

り
年

額
2
,6

0
7
千

円
～

4
7
,4

8
1
千

円

（
１
）
一
般
型

家
庭

に
お

い
て

保
育

を
受

け
る

こ
と

が
一

時
的

に
困

難
と

な
っ

た
乳

幼
児

に
つ

い
て

、
保

育
所

そ
の

他
の

場
所

で
一

時
的

に
預

か
り

、
必

要
な

保
護

を
行

う
事

業
。

（
２
）
余
裕
活
用
型

（
平

成
2
6
年

度
創

設
）

保
育

所
等

に
お

い
て

、
利

用
児

童
数

が
定

員
に

達
し

て
い

な
い

場
合

に
、

定
員

ま
で

一
時

預
か

り
事

業
と

し
て

受
け

入
れ

る
事

業
。

（
３
）
幼
稚
園
型
Ⅰ

（
平

成
2
7
年

度
創

設
）
※
令
和
２
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、
障
害
児
を
受
け
入
れ
た
際
の
日
額
単
価
を
抜
本
的
に
充
実
。

幼
稚

園
、

認
定

こ
ど

も
園

に
在

籍
し

て
い

る
園

児
を

主
な

対
象

と
し

て
、

教
育

時
間

の
前

後
又

は
長

期
休

業
日

等
に

預
か

り
必

要
な

保
護

を
行

う
事

業
。

（
４
）
幼
稚
園
型
Ⅱ

（
平

成
3
0
年

度
創

設
）

幼
稚

園
に

お
い

て
、

保
育

を
必

要
と

す
る

２
歳

児
の

受
け

皿
と

し
て

、
定

期
的

な
預

か
り

を
行

う
事

業
。

（
５
）
居
宅
訪
問
型

（
平

成
2
7
年

度
創

設
）

家
庭

に
お

い
て

保
育

を
受

け
る

こ
と

が
一

時
的

に
困

難
と

な
っ

た
乳

幼
児

に
つ

い
て

、
乳

幼
児

の
居

宅
に

お
い

て
一

時
的

に
預

か
り

、
必

要
な

保
護

を
行

う
事

業
。

0

5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
3
年

度
2
4
年

度
2
5
年

度
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度

6
,8

3
4
 

7
,1

2
0
 

7
,9

0
3
 

8
,3

8
0
 
8
,7

5
3
 

9
,0

4
2
 

9
,2

3
2
 1

0
,1

4
5
 

3
,4

4
2
 

4
,4

1
3
 

5
,2

9
3
 

6
,4

6
0
 

1
8
3

4
2
7

4
5
2

5
0
0
 

8
0
6
 

余
裕

活
用

型

幼
稚

園
型

一
般

型

※
3
0
年

度
は

交
付

決
定

ベ
ー

ス

＜
実
施
か
所
数
＞

3
,7

3
8
,9

6
0
 3

,9
0
4
,4

9
2
 

4
,0

6
3
,2

2
3
 4

,2
2
2
,1

7
2
 

4
,8

6
7
,2

3
2
 4
,9

1
0
,8

6
5
 

4
,9

1
2
,3

4
6
 

5
,2

3
1
,8

3
2
 

8
,8

6
5
 

2
9
,1

3
7
 

3
2
,7

5
5
 3

6
,8

8
8
 

6
5
,9

2
2
 

02
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

4
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

6
,0

0
0
,0

0
0

2
3
年

度
2
4
年

度
2
5
年

度
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度

一
般

型
余

裕
活

用
型

※
3
0
年

度
は

交
付

決
定

ベ
ー

ス

＜
延
べ
利
用
児
童
数
＞

＜
事
業
類
型
＞ ※

居
宅

訪
問

型
は

、
2
7
,2

8
,2

9
年

度
の

い
ず

れ
も

実
績

な
し

令
和

元
年

度
予

算
1
,3

0
4
億

円
の

内
数

→
令

和
２

年
度

予
算

案
1
,4

5
3
億

円
の

内
数

○
別

紙
参

照
２
．
令
和
２
年
度
等
に
お
け
る
対
応
（
拡
充
）
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一
時
預
か
り
事
業
の
充
実
に
つ
い
て

在
宅

の
子

育
て

家
庭

の
育

児
疲

れ
に

よ
る

レ
ス

パ
イ

ト
や

孤
立

し
た

子
育

て
に

よ
っ

て
虐

待
に

つ
な

が
る

こ
と

が
な

い
よ

う
、

特
に

、
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

な
ど

、
い

つ
で

も
気

兼
ね

な
く

集
ま

り
、

交
流

で
き

る
場

に
お

け
る

実
施

促
進

を
図

る
た

め
、

利
用

児
童

数
9
0
0
人

未
満

の
施

設
の

補
助

基
準

額
の

充
実

を
図

る
と

と
も

に
、

利
用

し
や

す
い

シ
ス

テ
ム

の
導

入
支

援
や

障
害

児
や

多
胎

児
を

預
か

る
場

合
の

加
算

措
置

等
を

新
た

に
実

施
す

る
。

（
１
）
処
遇
改
善

利
用
児
童
数
9
0
0
人
未
満
の
施
設
の
補
助
基
準
額
を
拡
充

配
置

基
準

を
満

た
す

職
員

配
置

が
可

能
と

な
る

よ
う

、
特

に
運

営
の

厳
し

い
年

間
延

べ
利

用
児

童
数

9
0
0
人

未
満

の
施

設
に

つ
い

て
、

実
勢

に
見

合
っ

た
補

助
基

準
額

に
充

実
す

る
た

め
、

職
員

２
人

分
の

人
件

費
＋

事
業

費
等

を
基

本
分

単
価

と
し

て
設

定
。

※
補

助
基

準
額

（
例

：
保

育
所

以
外

・
年

額
）

（
案

）
利

用
児

童
数

3
0
0
人

未
満

2
,6

0
7
千

円
（

＋
1
,2

2
5
千

円
）

3
0
0
人

～
9
0
0
人

未
満

2
,8

8
0
千

円
（

＋
1
,1

8
5
千

円
）

利
用
児
童
数
に
応
じ
た
補
助
基
準
額
の
設
定

年
間

延
べ

利
用

児
童

数
が

3
,9

0
0
人

以
上

で
補

助
基

準
額

が
据

え
置

き
と

な
っ

て
い

る
区

分
に

つ
い

て
、

2
0
,0

0
0
人

の
区

分
ま

で
段

階
的

に
補

助
基

準
額

を
設

定
す

る
と

と
も

に
、

そ
れ

以
降

は
別

途
協

議
と

す
る

仕
組

み
を

導
入

。

１
．
一
時
預
か
り
事
業
の
充
実

（
２
）
0
.3
兆
円
超
メ
ニ
ュ
ー
（
質
の
向
上
）

0
.3
兆
円
超
メ
ニ
ュ
ー
「
一
時
預
か
り
事
業
の
充
実
」

一
時

預
か

り
事

業
の

充
実

中
、

「
保

育
所

以
外

の
施

設
に

つ
い

て
事

務
経

費
を

措
置

」
に

つ
い

て
、

賃
借

料
や

、
予

約
、

利
用

料
徴

収
等

の
事

務
の

た
め

の
非

常
勤

職
員

等
事

務
経

費
を

追
加

。
※

 補
助

基
準

額
（

案
）

①
非

常
勤

職
員

単
価

１
人

当
た

り
1
,6

3
0
円

／
日

②
家

賃
補

助
単

価
１

か
所

当
た

り
8
5
0
,0

0
0
円

／
年

（
３
）
特
別
支
援
加
算
の
創
設

障
害
児
及
び
多
胎
児
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

職
員

配
置

基
準

に
基

づ
く

職
員

配
置

以
上

に
加

配
が

必
要

な
障

害
児

や
、

多
胎

育
児

家
庭

の
育

児
疲

れ
に

よ
る

心
理

的
・

身
体

的
負

担
の

軽
減

を
図

る
た

め
、

障
害

児
や

多
胎

児
を

預
か

る
場

合
の

加
算

を
創

設
。

※
補

助
基

準
額

（
案

）
１

人
当

た
り

3
,6

0
0
円

／
日

一
時
預
か
り
事
業
を
新
設
す
る
場
合
の
補
助
制
度
の
創
設

い
つ

で
も

気
兼

ね
な

く
集

ま
り

、
交

流
で

き
る

場
に

お
い

て
実

施
す

る
こ

と
が

出
来

る
よ

う
、

一
時

預
か

り
事

業
の

整
備

費
を

創
設

し
、

次
世

代
育

成
支

援
対

策
施

設
整

備
交

付
金

の
メ

ニ
ュ

ー
に

追
加

。
※

 交
付

算
定

基
礎

額
（

案
）

（
次

世
代

育
成

支
援

対
策

施
設

整
備

交
付

金
）

交
付

基
礎

点
数

8
,3

3
0
点

に
1
,0

0
0
円

を
乗

じ
た

額
（

地
域

子
育

て
支

援
拠

点
事

業
所

と
同

数
）

２
．
一
時
預
か
り
事
業
へ
の
整
備
費
の
創
設

（
保

育
対

策
総

合
支

援
事

業
費

補
助

金
3
9
4
億

円
の

内
数

）
業
務
（
予
約
・
キ
ャ
ン
セ
ル
等
）
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化

空
き

状
況

の
見

え
る

化
や

予
約

・
キ

ャ
ン

セ
ル

等
の

Ｉ
Ｃ

Ｔ
化

を
行

う
た

め
に

必
要

な
シ

ス
テ

ム
の

導
入

費
用

の
一

部
を

補
助

。
※

 補
助

基
準

額
（

案
）

（
保

育
対

策
総

合
支

援
事

業
費

補
助

金
）

①
１

自
治

体
当

た
り

8
,0

0
0
千

円
（

国
1
/2

、
市

区
町

村
1
/2

）
②

１
施

設
当

た
り

1
,0

0
0
千

円
（

国
1
/2

、
市

区
町

村
1
/4

、
事

業
者

1
/4

）

３
．
業
務
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
（
令
和
元
年
度
補
正
予
算
案
）

別
紙
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01
0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

6
0
0
,0

0
0

7
0
0
,0

0
0

8
0
0
,0

0
0

9
0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,1

0
0
,0

0
0

1
,2

0
0
,0

0
0

1
,3

0
0
,0

0
0

0

5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
5
,0

0
0

3
0
,0

0
0

H
1
2

年

1
3
年

1
4
年

1
5
年

1
6
年

1
7
年

1
8
年

1
9
年

2
0
年

2
1
年

2
2
年

2
3
年

2
4
年

2
5
年

2
6
年

2
7
年

2
8
年

2
9
年

3
0
年

R
元 年

ク
ラ

ブ
数

利
用

で
き

な
か

っ
た

児
童

数
（
待

機
児

童
数

）

登
録

児
童

数

○
ク

ラ
ブ

数
２

５
，

８
８

１
か

所

（
参

考
：
全

国
の

小
学

校
1
9,

27
7
校

）

○
支

援
の

単
位

数
３

３
，

０
９

０
単

位

○
登

録
児

童
数

１
，

２
９

９
，

３
０

７
人

○
利

用
で

き
な

か
っ

た
児

童
数

（待
機

児
童

数
）

１
８

，
２

６
１

人

【
事

業
の

内
容

、
目

的
】

【
現

状
】
（
令

和
元

年
５

月
現

在
）

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
概
要

共
働

き
家

庭
な

ど
留

守
家

庭
の

小
学

校
に

就
学

し
て

い
る

児
童

に
対

し
て

、
学

校
の

余
裕

教
室

や
児

童
館

、
公

民
館

な
ど

で
、

放
課

後
等

に
適

切
な

遊
び

及
び

生
活

の
場

を
与

え
て

、
そ

の
健

全
な

育
成

を
図

る
。

（
平

成
９

年
の

児
童

福
祉

法
改

正
に

よ
り

法
定

化
〈児

童
福

祉
法

第
６

条
の

３
第

２
項

〉：
平

成
10

年
４

月
施

行
）

※
平

成
2
4
年

の
児

童
福

祉
法

改
正

に
よ

り
、

対
象

年
齢

を
「
お

お
む

ね
1
0
歳

未
満

」
か

ら
「
小

学
校

に
就

学
し

て
い

る
」
児

童
と

し
た

（
平

成
2
7
年

４
月

施
行

）

【
今

後
の

展
開

】

（
か

所
）

（
人

）

※
各

年
5
月

1
日

現
在

（
厚

生
労

働
省

調
）

○
「
新

・
放

課
後

子
ど

も
総

合
プ

ラ
ン

」
（
平

成
30

年
９

月
1
4
日

策
定

）
を

踏
ま

え
、

放
課

後
児

童

ク
ラ

ブ
に

つ
い

て
、

2
0
2
1
年

度
末

ま
で

に
約

2
5
万

人
分

（
約

1
2
2
万

人
か

ら
約

14
7
万

人
）
を

整
備

し
、

待
機

児
童

解
消

を
目

指
し

、
そ

の
後

も
女

性
就

業
率

の
上

昇
を

踏
ま

え
20

2
3
年

度
末

ま
で

に
計

約
30

万
人

分
（
約

1
2
2万

人
か

ら
約

1
5
2万

人
）
の

受
け

皿
整

備
を

図
る

。
ま

た
、

子
ど

も
の

主
体

性
を

尊
重

し
、

子
ど

も
の

健
全

な
育

成
を

図
る

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の

役
割

を
徹

底
し

、
子

ど
も

の
自

主
性

、
社

会
性

等
の

よ
り

一
層

の
向

上
を

図
る

。

［
ク

ラ
ブ

数
、

登
録

児
童

数
及

び
利

用
で

き
な

か
っ

た
児

童
数

の
推

移
］
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新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン

○
そ
の
た
め
、
引
き
続
き
共
働
き
家
庭
等
の
「
小
1
の
壁
」
・
「
待
機
児
童
」
を
解
消
す
る
と
と
も
に
、
全
て
の
児
童
が
放
課
後
を
安
全
・
安
心
に
過
ご
し
、
多
様
な
体
験
・
活

動
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
放
課
後
子
供
教
室
の
両
事
業
の
計
画
的
な
整
備
等
を
推
進
す
る
た
め
、
下
記
の
と
お
り
目
標
を
設
定
し
、
新
た
な
プ

ラ
ン
を
策
定
。

■
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
つ
い
て
、
2
0
2
1
年
度
末
ま
で
に
約
2
5
万
人
分
を
整
備
し
、
待
機
児
童
解
消
を
目
指
し
、
そ
の

後
も
女
性
就
業
率
の
上
昇
を
踏
ま
え
2
0
2
3
年
度
末
ま
で
に
計
約
3
0
万
人
分
の
受
け
皿
を
整
備
（
約
1
2
2
万
人
⇒
約
1
5
2
万
人
）

（
2
0
1
8
（
平
成
3
0
）
年
９
月
1
4
日
公
表
）

「
新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
に
掲
げ
る
目
標
（
2
0
1
9
～
2
0
2
3
年
）

○
現
行
プ
ラ
ン
に
お
け
る
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
、
放
課
後
子
供
教
室
の
両
事
業
の
実
績
は
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
約
3
0
万
人
分
整
備
が
順
調
に
進
む
な
ど
、
大
き
く
伸
び
て

い
る
が
、
近
年
の
女
性
就
業
率
の
上
昇
等
に
よ
り
、
更
な
る
共
働
き
家
庭
等
の
児
童
数
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
「
小
1
の
壁
」
を
打
破
す
る
と
と
も
に
待
機
児
童
を

解
消
す
る
た
め
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
追
加
的
な
整
備
が
不
可
欠
な
状
況
。

○
小
学
校
内
で
両
事
業
を
行
う
「
一
体
型
」
の
実
施
は
、
増
加
傾
向
に
あ
る
も
の
の
目
標
へ
の
到
達
を
果
た
し
て
い
な
い
。
一
方
で
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
社
会
教
育
施
設

や
児
童
館
等
の
小
学
校
以
外
の
施
設
を
活
用
し
て
両
事
業
を
行
い
、
多
様
な
体
験
・
活
動
を
行
っ
て
い
る
例
も
見
ら
れ
る
。

背
景
・
課
題

■
全
て
の
小
学
校
区
で
、
両
事
業
を
一
体
的
に
又
は
連
携
し
て
実
施
し
、
う
ち
小
学
校
内
で
一
体
型
と
し
て
１
万
箇
所

以
上
で
実
施
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

■
子
ど
も
の
主
体
性
を
尊
重
し
、
子
ど
も
の
健
全
な
育
成
を
図
る
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
役
割
を
徹
底
し
、
子
ど
も
の

自
主
性
、
社
会
性
等
の
よ
り
一
層
の
向
上
を
図
る
。

■
両
事
業
を
新
た
に
整
備
等
す
る
場
合
に
は
、
学
校
施
設
を
徹
底
的
に
活
用
す
る
こ
と
と
し
、
新
た
に
開
設
す
る
放
課

後
児
童
ク
ラ
ブ
の
約
8
0
％
を
小
学
校
内
で
実
施
す
る
こ
と
を
目
指
す
。
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「
新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
に
お
い
て
示
す
目
標
（
抜
粋
）

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
量
的
拡
充
を
図
り
、
2
0
2
1
年
度
末
ま
で
に
約
2
5
万
人
分
を
整
備
し
待
機
児
童
の
解
消
を
目
指
し
、
女
性
就
業
率

の
上
昇
を
踏
ま
え
2
0
2
3
年
度
末
ま
で
に
さ
ら
に
約
５
万
人
分
を
整
備
し
、
５
年
間
で
約
3
0
万
人
分
の
受
け
皿
を
整
備
す
る
。

1
2
2
万
人
⇒
1
5
2
万
人

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
受
け
皿
整
備
（
「
新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
）

「
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」

（
４
年
間
）

2
0
1
5
（
Ｈ

2
7
）
年

度
2
0
1
8
（
Ｈ

3
0
）

年
度

末
2
0
2
3
年

度
末

約
3
0
万

人
増

2
0
2
1
年

度
末

待
機
児
童
数

女
性

(2
5
-
4
4
歳

)就
業

率

ゼ
ロ

8
0
％

小
１
の
壁
の
解
消
、
小
１
の
利
用
率
が
保

育
（
３
～
５
歳
児
）の
８
割
程
度

３
年
間
で
約
2
5
万
人
分

の
受

け
皿

を
整

備

約
1
.7

万
人

（
H
2
9
.5

)

約
2
5
万

人
増

7
2
.7

％
(H

2
8
)

自
治
体
を
支
援
し
､
３
年
間
で
待
機
児
童
を
解
消

約
5
万

人
増

目
標

値
1
2
2
万

人

目
標

値
1
5
2
万

人

放
課
後
子
ど
も
総
合

プ
ラ
ン
の
１
年
前
倒
し

「
新
・
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」

（
５
年
間
）

登
録
児
童
数

約
1
1
7
万

人
（
H
2
9
.5

)

（
2
0
1
8
（
平
成
3
0
）
年
９
月
1
4
日
公
表
）
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    元 教 地 推 第 １ ２ 号 

 子 子 発 070 4 第 １ 号 

 令 和 元 年 ７ 月 ４ 日 

 

各 都 道 府 県 知 事 

各都道府県教育委員会教育長 

各 指 定 都 市 市 長 

各指定都市教育委員会教育長 

各 中 核 市 市 長 

各中核市教育委員会教育長 

 

文部科学省総合教育政策局地域学習推進課長 

                  中   野   理  美 

                              

                              （印影印刷） 

 

 厚生労働省子ども家庭局子育て支援課長 

                                              田   村    悟 

                                                 

 （印影印刷） 

 

放課後児童クラブの実施における学校施設の管理運営上の取決め 

について（通知） 

 

 

次代を担う人材を育成し，加えて共働き家庭が直面する「小１の壁」を打破する観点

から，厚生労働省と文部科学省の連携のもと，これまでの放課後児童対策の取組を更

に推進させるため，放課後児童クラブの待機児童の早期解消，放課後児童クラブと放

課後子供教室の一体的な実施の推進等による全ての児童の安全・安心な居場所の

確保を図ること等を内容とした，「新・放課後子ども総合プラン」を平成 30 年 9 月に策

定し，今年度から実施しています。 

 本プランにおいて，特に学校は，放課後も児童が移動せずに安全に過ごせる場所

であることから，学校教育に支障が生じない限り，余裕教室や放課後等に一時的に使

われていない特別教室等の徹底的な活用を促進するものとしており，その場合の学校

施設の活用に当たっての責任体制の明確化についても示しているところです。 

 これらを踏まえ，学校施設の管理運営上の責任の所在について，関係部局間での

殿 
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取決めが行われやすくするよう，既に独自の取組を行っている自治体等の例を参考に，

別添のとおり協定書のひな形を作成いたしました。 

つきましては，管内・域内市町村に対して，都道府県教育委員会にあっては所管の

学校及び域内の市区町村教育委員会に対して，指定都市・中核市教育委員会にあっ

ては所管の学校に対して周知いただきますようお願いいたします。 

なお，本通知は関係部局間での取組の一助となるよう参考として示すものであり，協

定書の策定を必須化したり，既存の取決めを変更したりするよう促すものではありませ

ん。また，協定書の項目や取り交わし先についてもあくまでも参考であり，自治体・教

育委員会・放課後児童クラブ・学校等がそれぞれの状況を踏まえて最も適した形で御

活用いただくようお願いいたします。 

 

 

○別添   首長部局と教育委員会が協定を結ぶ場合のひな形 

 

 

 

  ＜本件連絡先＞ 

【放課後児童クラブに関すること】 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

電話：03(5253)1111 内線：4845，4966 

 

【放課後子供教室，小学校の学校開放に関すること】 

文部科学省総合教育政策局地域学習推進課 

地域学校協働活動推進室 

電話：03(5253)4111 内線：3260 
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注：この協定書（案）は，あくまで各自治体等で内容を検討する際の一助となるよう作成したもので

あり，この項目や記述に厳格に則ることを必ずしも想定したものではない。 
 

（首長部局と教育委員会が協定を結ぶ場合のひな形） 
 

学校施設を活用した放課後児童クラブの整備に係る協定書（案） 
 
 

○○市▲▲（以下「甲」という。）と○○市教育委員会■■（以下「乙」という。）とは，乙の管理す

る学校施設を活用した放課後児童クラブ（以下「児童クラブ」という。）の整備，開設及び運営（以下「整

備等」という。）に関し，次のとおり協定を締結する。 
 

（基本的合意） 
第１条 児童クラブの整備等にあたっては，学校教育に支障が生じない限りにおいて，学校施設の活用

を基本とする。 
 

（施設の区分・管理） 
第２条 施設の区分は次の各号に定めるとおりとする。 
 （１）学校専用エリア（主として学校の児童・教職員等が使用するエリア） 
 （２）児童クラブ専用エリア（主として児童クラブを利用する児童・放課後児童支援員等（以下「児

童クラブ利用児童等」という。）が使用するエリア） 
 （３）共用エリア（学校の児童・教職員等と児童クラブ利用児童等が共同で使用するエリア） 
２ 施設・設備の維持管理等については，児童クラブ専用エリアは甲が，学校専用エリア及び共用エリ

アは乙が責任を負うものとする。 
３ 警備・防災等については，児童クラブ専用エリアは甲が，学校専用エリアは乙が責任を負うものと

する。共用エリアは原則として乙が責任を負うが，児童クラブだけが開設している場合には，甲が責

任を負う。 
 

（学校既存設備の利用等） 
第３条 児童クラブの整備等にあたっては，児童クラブ利用児童等が使用するトイレ，洗面所等につい

ては，できる限り新設することなく，学校の既存設備を使用するものとする。 
２ 児童クラブ利用児童等が使用する出入口については，児童クラブ専用エリア又は共用エリアに設置

するものとする。 
 

（事故等に係る責任の範囲） 
第４条 児童クラブ専用エリア，共用エリアに関わらず，児童クラブの使用開始時刻から使用終了時刻

までに児童クラブ利用児童等に事故があった場合，又は児童クラブ利用児童等に起因する事故があっ

た場合には，甲が責任を負うものとする。 
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（光熱水費の負担） 
第５条 児童クラブに係る電気・ガス・水道料金及び下水道使用料については，甲が負担する。ただし，

明確に区分できない場合には，甲乙協議により決定するものとする。 
 

（学校施設の不足により学校運営に支障が生じた場合の対応） 
第６条 学校施設の不足により，甲に学校施設から転用した施設を使用させることが困難な事態が生じ

たときは，乙は甲に速やかに通知し，甲乙協議の上，施設を学校施設へ再転用することを基本とする。 
２ 前項の協議の結果，甲，乙，双方が合意した場合には，甲は速やかに移転先を確保するものとする。 
 

（個別協議） 
第７条 各条の規定は原則的なものであり，具体的な事例については必要に応じて個別に協議するもの

とする。 
 

（疑義等があった場合の対応） 
第８条 この協定に定めのない事態が生じたとき又はこの協定に疑義が生じたときは，甲乙協議により

決定するものとする。 
 
 この協定の締結を証するため，本協議書２通を作成し，当事者記名押印のうえ，甲，乙各自１通を保

有するものとする。 
 
 
  令和  年  月  日 
 
 

甲 ○○市 ▲▲ 
 
 

乙 ○○市教育委員会 ■■  
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子発１００３第１号 

令和元年１０月３日 

 

 都道府県知事 

各 指定都市市長  殿 

  中核市市長 

 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

（公  印  省  略） 

 

 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令の

施行について 

 

本日、別添１のとおり放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

の一部を改正する省令（令和元年厚生労働省令第 61 号。以下「改正省令」とい

う。）が公布されたところであるが、改正省令の趣旨、内容及び留意事項は下記

のとおりであるので、各位におかれては、御了知の上、貴管内の市町村（特別区

を含み、指定都市及び中核市を除く。）をはじめ、関係者、関係団体等に対し、

その周知を図るとともに、その運用に遺漏無きを期されたい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に

基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

第一 改正の趣旨及び内容 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第 34 条の８の

２第１項の規定に基づき、市町村は、放課後児童健全育成事業（以下「事業」

という。）の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならないこと

とされている。 

  現在、市町村（特別区を含む。以下同じ。）が条例で基準を定めるに当たっ

ては、事業に従事する者及びその員数については放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第 63 号。以下「設備運営

基準」という。）に従い定めるものとし、その他の事項については設備運営基

準を参酌するものとされている。 
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  本年６月７日に地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第 26 号）が公布され、市

町村が条例で基準を定めるに当たっては、事業に従事する者及びその員数を

含む全ての事項について、設備運営基準を参酌することとされた。これに伴い、

設備運営基準第１条第１項について、「従うべき基準」と「参酌すべき基準」

の区分を削除し、設備運営基準で定める事項を全て「参酌すべき基準」とする。 

 

第二 留意事項 

１ 今般、事業に従事する者及びその員数に係る基準が「従うべき基準」から「参

酌すべき基準」とされたが、その基準の内容は変わるものではない。 

 

２ 事業をいかなる体制で運営する場合でも、利用者の安全の確保について最

大限留意し、児童が安心して放課後の時間を過ごせるようにすることが必要

である。そのため、市町村が、地域の実情に応じ条例で設備運営基準と異なる

基準を定める場合については、児童の安全や事業の質が確保されることが前

提であり、設備運営基準の内容を十分参酌した上で、責任を持って判断しなけ

ればならない。また、条例制定過程において、利用者の保護者や関係者、関係

団体等から広く意見を求めるとともに、その内容について、十分説明責任を果

たすことが必要である。 

  事業者においては、児童の安全の確保には最大限の留意が必要であること

から、「放課後児童クラブ運営指針」（平成 27 年３月 31 日付け雇児発 0331 第

34 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「運営指針」という。）に

あるとおり、事故等の防止及び対応に関する訓練等を実施するとともに、市町

村や学校等関係機関と連携・協力体制を整備しなければならない（別添２）。 

 

３ 法第 34 条の８の３に規定する報告及び立入調査等については、設備運営基

準、運営指針等を参考にしつつ、条例に則った運営がされているかや、児童

の安全や事業の質が確保されているかという観点から、各市町村において適

切に実施すべきである。特に、地域の実情に応じ条例で設備運営基準と異な

る基準を定める場合については、２で示した体制等が整備されているかとい

う観点から実施するべきである。 

 

４ 設備運営基準第10条第３項及び附則第２条に規定する放課後児童支援員に

ついては、令和２年３月 31 日にその経過措置が終了する予定であることも踏

まえ、都道府県及び指定都市においては、設備運営基準第 10 条第３項に規定

する都道府県知事又は地方自治法第 252条の 19第１項の指定都市の長が行う
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研修（以下「放課後児童支援員認定資格研修」という。）の機会の提供に引き

続き積極的に努めることとし、研修の回数や開催場所など受講者への配慮も

必要である。また、市町村及び事業者においても、放課後児童支援員認定資格

研修を未だ受講していない職員に対して、研修受講機会を確保するよう特段

の配慮を行うことが必要である。 

 

第三 施行期日  

改正省令は、令和２年４月１日から施行する。 
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放課後児童クラブ運営指針（平成 27 年３月 31 日雇児発 0331 第 34 号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知）（抄） 

 

 第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策 

２．衛生管理及び安全対策 

 ⑵ 事故やケガの防止と対応 

    ○ 事故やケガの防止に向けた対策や発生時の対応に関するマニュア

ルを作成し、マニュアルに沿った訓練又は研修を行い、放課後児童支

援員等の間で共有する。 

 

 ⑶ 防災及び防犯対策 

    ○ 放課後児童クラブの運営主体は、市町村との連携のもとに災害等

の発生に備えて具体的な計画及びマニュアルを作成し、必要な施設

設備を設けるとともに、定期的に（少なくとも年２回以上）訓練を行

うなどして迅速に対応できるようにしておく。また、外部からの不審

者等の侵入防止のための措置や訓練など不測の事態に備えて必要な

対応を図る。 

    ○ 市町村や学校等関係機関と連携及び協力を図り、防災や防犯に関

する訓練を実施するなど、地域における子どもの安全確保や安全点

検に関する情報の共有に努める。 

    ○ 災害等が発生した場合には、子どもの安全確保を最優先にし、災害

等の状況に応じた適切な対応をとる。 

    ○ 災害等が発生した際の対応については、その対応の仕方を事前に

定めておくとともに、緊急時の連絡体制を整備して保護者や学校と

共有しておく。 

 

別添２ 
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子子発１００３第１号 

令和元年１０月３日 

 

 都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局）長 殿 

  中 核 市   

 

 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課長 

（公  印  省  略） 

 

 

 

放課後児童健全育成事業の質の確保及び向上に向けた取組の推進について 

 

 

 

今般、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正す

る省令（令和元年厚生労働省令第 61 号）が公布され、改正の趣旨及び内容等に

ついては「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正

する省令の施行について」（令和元年 10 月３日付け子発 1003 第１号厚生労働省

子ども家庭局長通知）でお示ししたとおりである。 

放課後児童健全育成事業（以下「事業」という。）の質の確保及び向上に向け

ては、これまでも種々の取組を行ってきたところであるが、取組を進めるに当た

っての留意点等を下記のとおりお示しするので、各位におかれては、御了知の上、

貴管内の市町村（特別区を含み、指定都市及び中核市を除く。）をはじめ、関係

者、関係団体等に対し、その周知を図るとともに、その運用に遺漏無きを期され

たい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に

基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

 

 

 

 

 

－196－

TTYIY
テキスト ボックス
資料32



記 

 

 

１ 放課後児童支援員の要件について 

今般、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚

生労働省令第 63 号。以下「設備運営基準」という。）のうち、放課後児童支援

員の要件に係る基準が「従うべき基準」から「参酌すべき基準」とされたが、

その基準の内容は変わるものではない。市町村（特別区を含む。以下同じ。）

は、設備運営基準を参照しつつ、地域の実情に応じ条例で設備運営基準と異な

る基準を定めることが可能となるが、放課後児童支援員としての全国共通の認

定資格を付与するためには、設備運営基準第 10 条第３項に規定する要件を満

たす必要がある。なお、市町村が、地域の実情に応じ条例で設備運営基準と異

なる基準を定める場合については、児童の安全や育成支援の質が確保されてい

ることが前提であり、設備運営基準の内容を十分参酌した上で、責任を持って

判断しなければならない。 

設備運営基準第 10 条第３項に規定する都道府県知事又は地方自治法第 252

条の 19 第１項の指定都市の長が行う研修（以下「認定資格研修」という。）は、

放課後児童支援員として必要な知識及び技能を補完するものであり、事業の質

を高める上で極めて重要であることから、各都道府県等におかれては、今後も

積極的に実施されたい。 

認定資格研修の実施に当たっては、関係市町村や関係団体等と十分な連携を

図り、 

・認定資格研修の開催日、時間帯等の設定 

・受講人数枠及び研修回数、研修開催場所 

等について、都道府県等の実情に応じて受講者が受講しやすいよう適宜工夫す

るなど、効果的で円滑な実施が図られるよう努められたい。 

また、各放課後児童健全育成事業者（以下「事業者」という。）においては、

職員に対し、認定資格研修をはじめ、その資質の向上のための研修の受講機会

を十分に確保していただくことが必要である。 

なお、 

・認定資格研修の実施に必要な経費については、子ども・子育て支援体制整

備総合推進事業費国庫補助金（放課後児童支援員等研修事業）により国庫

補助を受けることが可能となっているほか、 

・放課後児童支援員等が認定資格研修や資質の向上を図るための研修を受
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講する際に必要となる代替職員の雇上げ等経費については、子ども・子育

て支援交付金（放課後児童健全育成事業）により国庫補助を受けることが

可能となっている 

ため、積極的にご活用いただきたい。 

 

２ 運営内容の評価について 

設備運営基準第５条において、事業者は、その運営の内容について、自ら評

価（以下「自己評価」という。）を行い、その結果を公表するよう努めなけれ

ばならないとしている。 

定期的な自己評価を実施している事業者の数は約 50％（平成 30 年５月１日

現在）にとどまっているところであるが、自己評価を実施することで、 

・自己評価を通じて明らかとなった課題等について職員間で共有し、改善の

方向性を検討して事業内容の向上に活かすこと 

・自己評価の結果を公表することにより、児童や保護者、地域との継続的な

対話や協力関係づくりを進め、信頼される開かれた事業となる契機となる

こと 

等の効果が期待されることから、積極的に実施されたい。 

なお、自己評価の実施に当たっては、平成 30 年度子ども・子育て支援推進

調査研究事業「放課後児童クラブの第三者評価マニュアル等に関する調査研究」

において作成した「放課後児童クラブ自己チェックリスト」を活用いただきた

い。 

 

３ 放課後児童支援員等の処遇改善について 

事業の適切な運営を図るとともに育成支援の質の確保及び向上を図るため

には、放課後児童支援員等の雇用形態を長期的に安定したものとし、放課後児

童支援員等が長期にわたって安心して就業できるよう、処遇改善などに努める

ことが必要である。 

放課後児童支援員等の処遇改善を図る上で、現在、活用可能な予算制度を以

下に示すので、積極的にご活用いただきたい。なお、各制度の詳細な内容につ

いては、「「放課後児童健全育成事業」の実施について」（平成 27 年５月 21 日

付け雇児発第 0521 第８号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参照い

ただきたい。 

（１）放課後児童支援員等処遇改善等事業 
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① 事業内容 

保育所との開所時間の乖離を縮小し、保育所の利用者が就学後も引き続

き放課後児童クラブ（事業を行う場所をいう。以下同じ。）を円滑に利用で

きるように、18 時半を超えて開所する放課後児童クラブにおいて、 

ア 家庭、学校等との連絡及び情報交換等を行い、いずれかの業務に従事

する職員を配置する場合に、当該職員の賃金改善に必要な経費の補助を

行う。 

イ または、アに加え、地域との連携、協力等を行い、いずれかの業務に

従事する職員を配置し、うち１名以上を常勤職員とする場合に、当該職

員の賃金改善経費を含む常勤職員を配置するために必要な経費の補助

を行う。 

② 令和元年度補助基準額：ア 1,575 千円  イ 3,012 千円 

（２）放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業 

① 事業内容 

放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員について、勤続年数や研

修実績等に応じた賃金改善に要する費用を補助する。 

ア 放課後児童支援員を対象に年額 128 千円（月額約１万円） 

イ 経験年数が概ね５年以上の放課後児童支援員で、一定の研修を修了し 

た者を対象にアと合わせて年額 256 千円（月額約２万円）） 

ウ イの条件を満たす経験年数が概ね 10 年以上の事業所長（マネジメント）

的立場にある放課後児童支援員を対象にイと合わせて年額 384 千円（月

額約３万円）） 

② 令和元年度補助基準額：ア 128 千円［１人当たり年額］ 

イ 256 千円［１人当たり年額］ 

ウ 384 千円［１人当たり年額］ 

※１支援の単位あたりの基準額は、896 千円を上限とする。 

 

４ その他 

３のほか、育成支援の質の確保及び向上を図る上で、現在、活用可能な予算

制度を以下に示すので、積極的にご活用いただきたい。なお、事業の各制度の

詳細な内容については、「保育人材確保事業の実施について」（平成 29 年４月

17 日付け雇児発 0417 第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参照

いただきたい。 

（１）放課後児童クラブへの巡回支援事業 

① 事業内容 
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利用児童の安全確保や、児童の自主性、社会性等のより一層の向上が図

られるよう、放課後児童クラブを巡回するアドバイザーを市区町村等に配

置する。 

② 令和元年度補助基準額：4,064 千円 

（２）保育士・保育所支援センター設置運営事業 

① 事業内容 

放課後児童支援員の専門性向上と質の高い人材を安定的に確保するた

め、保育士・保育所支援センターにおいて、放課後児童支援員として就労

を希望する者に対し、求人情報の提供や事業者とのマッチングを行う。ま

た、同センターと連携し、市区町村において就職相談等の支援を行う。 

  ② 令和元年度補助基準額：1,161 千円 

－200－



運
営
費
の
負
担
の
考
え
方

1 /
 3

1 /
 3

1 /
 3

国 1 /
 6

都
道
府
県

1 /
 6

市
区
町
村

1 /
 6

保
護
者

1 /
 2

※
国
(1
/
6
)は
事
業
主
拠
出
金
財
源

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
関
係
予
算
の
ポ
イ
ン
ト

令
和
２
年
度
予
算
案
の
主
な
内
容

１
施

設
整

備
費

の
国

庫
補

助
率

嵩
上

げ
【

20
16

（
平

成
28

）
年

度
か

ら
の

継
続

】

○
公

立
の

場
合

：
（
嵩

上
げ

前
）
国

１
／

３
、

都
道

府
県

１
／

３
、

市
区

町
村

１
／

３
→

（
嵩

上
げ

後
）
国

２
／

３
、

都
道

府
県

１
／

６
、

市
区

町
村

１
／

６

２
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
運

営
費

（
１

）
放

課
後

子
ど

も
環

境
整

備
事

業

既
存

施
設

を
活

用
し

て
、

新
た

に
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
を

実
施

す
る

た
め

の
改

修
等

の
補

助
。

（
２

）
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
支

援
事

業

障
害

児
受

入
れ

ク
ラ

ブ
へ

の
専

門
的

知
識

等
を

有
す

る
職

員
の

配
置

や
量

的
拡

充
の

た
め

の
市

区
町

村
の

支
援

策
等

に
対

す
る

補
助

。

（
３

）
障

害
児

受
入

強
化

推
進

事
業

障
害

児
を

３
名

以
上

受
け

入
れ

た
場

合
の

加
配

職
員

及
び

医
療

的
ケ

ア
児

に
対

す
る

支
援

に
必

要
な

専
門

職
員

の
配

置
等

に
要

す
る

経
費

の
補

助
。

（
４

）
小

規
模

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

支
援

事
業

1
9
人

以
下

の
小

規
模

ク
ラ

ブ
に

お
け

る
職

員
の

複
数

配
置

の
経

費
補

助
。

（
５

）
放

課
後

児
童

支
援

員
の

処
遇

改
善

▶
1
8
:3

0
を

超
え

て
開

所
す

る
ク

ラ
ブ

に
対

し
、

放
課

後
児

童
支

援
員

等
の

処
遇

改
善

経
費

の
補

助
。

▶
放

課
後

児
童

支
援

員
の

勤
続

年
数

や
研

修
実

績
等

に
応

じ
た

処
遇

改
善

に
要

す
る

経
費

の
補

助
。

（
６

）
要

支
援

児
童

等
対

応
推

進
事

業
（
令

和
２

年
度

新
規

）
要

支
援

児
童

等
の

支
援

の
た

め
の

職
員

配
置

の
経

費
補

助
。

（
参

考
） 約

1
2
2
万

人
(予

算
)

2
0
1
8
年

度
2
0
1
9
年

度

約
1
5
2
万

人

（
新

た
な

プ
ラ

ン
に

掲
げ

る
目

標
値

）

約
3
0
万

人
分

新
た

な
プ

ラ
ン

の
期

間
（
2
0
1
9
～

2
0
2
3
年

度
）

2
0
2
3
年

度

令
和
元
年
度
予
算
８
８
８
億
円
→
令
和
２
年
度
予
算
案
９
７
８
億
円

（
う
ち
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金

令
和
２
年
度
予
算
案
８
１
２
億
円
）

約
1
3
0
万

人
(予

算
)

約
1
3
9
万

人
(予

算
案

)

2
0
2
0
年

度

1

○
「新
・放
課
後
子
ども
総
合
プ
ラン
」（
平
成
30
年
９
月
14
日
策
定
）
を
踏
ま
え
、放
課
後
児
童
クラ
ブ
に
つ
い
て
、2
02
1年
度
末
ま
で

に
約
25
万
人
分
（
約
12
2万
人
か
ら約
14
7万
人
）
を
整
備
し、
待
機
児
童
解
消
を
目
指
し、
そ
の
後
も
女
性
就
業
率
の
上
昇
を
踏
ま

え
20
23
年
度
末
ま
で
に
計
約
30
万
人
分
（
約
12
2万
人
か
ら約
15
2万
人
）
の
受
け
皿
整
備
を
図
る
。ま
た
、子
ども
の
主
体
性
を
尊

重
し、
子
ども
の
健
全
な
育
成
を
図
る
放
課
後
児
童
クラ
ブ
の
役
割
を
徹
底
し、
子
ども
の
自
主
性
、社
会
性
等
の
よ
り一
層
の
向
上
を
図
る
。

○
地
方
分
権
一
括
法
に
よ
る
「従
うべ
き
基
準
」の
参
酌
化
に
伴
い
、常
時
職
員
１
名
配
置
とす
る
クラ
ブ
等
に
つ
い
て
、職
員
配
置
等
に
応

じた
補
助
基
準
額
を
設
定
す
る
。

○
実
施
主
体
：
市
区
町
村
（
特
別
区
を
含
む
）
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１
）
児

童
が

少
な

い
時

間
帯

（
夕

方
の

遅
い

時
間

、
土

日
等

）
の

み
、

職
員

１
名

配
置

と
す

る
ク

ラ
ブ

に
つ

い
て

は
、

現
行

と
同

額
の

補
助

基
準

額
に

よ
り

補
助

。

２
）
児

童
が

少
な

い
時

間
帯

に
限

ら
ず

職
員

を
１

名
配

置
と

す
る

ク
ラ

ブ
に

つ
い

て
は

、
減

額
し

た
補

助
基

準
額

に
よ

り
補

助
。

地
方

分
権

一
括

法
に

よ
る

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

に
関

す
る

従
う

べ
き

基
準

の
参

酌
化

（
20

2
0年

4月
施

行
予

定
）
に

伴
い

、
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
運

営
費

に
つ

い
て

、
以

下
の

と
お

り
見

直
し

を
行

う
。

Ⅰ
人

員
配

置
基

準

≪
平
成

30
年
の
地
方
か
ら
の
提
案
等
に
関
す
る
対
応
方
針
（
抄
）

（
平

成
3
0
年

1
2
月

2
5
日

閣
議

決
定

）
≫

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
運
営
費
に
つ
い
て

６
義

務
付

け
・
枠

付
け

の
見

直
し

等
【
厚

生
労

働
省

】
（
３

）
児

童
福

祉
法

（
昭

2
2
法

1
6
4
）

（
ⅰ

）
放

課
後

児
童

健
全

育
成

事
業

（６
条

の
３

第
２

項
及

び
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

法
（
平

24
法

6
5
）5

9
条

５
号

）
に

従
事

す
る

者
及

び
そ

の
員

数
（
3
4
条

の
８

の
２

第
２

項
）
に

係
る

「
従

う
べ

き
基

準
」
に

つ
い

て
は

、
現

行
の

基
準

の
内

容
を

「
参

酌
す

べ
き

基
準

」
と

す
る

。
な

お
、

施
行

後
３

年
を

目
途

と
し

て
、

そ
の

施
行

の
状

況
を

勘
案

し
、

放
課

後
児

童
健

全
育

成
事

業
の

質
の

向
上

の
観

点
か

ら
検

討
を

加
え

、
そ

の
結

果
に

基
づ

い
て

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
。

○
放

課
後

児
童

支
援

員
を

配
置

し
な

い
ク

ラ
ブ

に
つ

い
て

は
、

減
額

し
た

補
助

基
準

額
に

よ
り

補
助

。

※
基
礎
資
格
を
有
す
る
研
修
未
受
講
者
（
2
0
1
9
年
度
ま
で
の
経
過
措
置
に
よ
り
放
課
後
児
童
支
援
員
）
は
、
参
酌
化
施
行
後
３
年
の
見
直
し
ま
で
の
間

（
令
和
４
年
度
末
ま
で
）
に
研
修
修
了
を
予
定
す
る
者
も
、
補
助
要
綱
上
は
放
課
後
児
童
支
援
員
と
み
な
し
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
に
補
助
。

Ⅱ
資

格
要

件

○
放
課
後
児
童
支
援
員
の
配
置
基
準
（
従
う
べ
き
基
準
）

・
２
人
以
上
の
配
置
（
う
ち
１
人
を
除
き
、
補
助
員
の
代
替
可
）

・
た
だ
し
、
登
録
児
童
数
が
2
0
人
未
満
の
場
合
は
、
１
人
は
兼
務
可

参
酌
す
べ
き
基
準

○
放
課
後
児
童
支
援
員
の
資
格
（
従
う
べ
き
基
準
）

①
保
育
士
、
社
会
福
祉
士
、
教
員
等
の
基
礎
資
格

＋
②
1
6
科
目
、
2
4
時
間
の
研
修
受
講
義
務

参
酌
す
べ
き
基
準

－202－



１
．

児
童

館
、

公
民

館
等

の
既

存
の

社
会

資
源

を
活

用
し

た
放

課
後

の
子

ど
も

の
居

場
所

の
確

保
○

待
機

児
童

が
解

消
す

る
ま

で
の

緊
急

的
な

措
置

と
し

て
、

待
機

児
童

が
1
0
人

以
上

の
市

町
村

に
お

け
る

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

を
利

用
で

き
な

い
主

と
し

て
４

年
生

以
上

の
児

童
を

対
象

に
、

児
童

館
、

公
民

館
、

塾
、

ス
ポ

ー
ツ

ク
ラ

ブ
等

の
既

存
の

社
会

資
源

を
活

用
し

、
放

課
後

等
に

安
全

で
安

心
な

子
ど

も

の
居

場
所

を
提

供
す

る
。

※
実

施
主

体
：
市

区
町

村
補

助
基

準
額

（
案

）
：
P

千
円

補
助

率
：
1
/
3

２
．

小
規

模
・
多

機
能

に
よ

る
放

課
後

の
子

ど
も

の
居

場
所

の
確

保
○

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
放

課
後

の
子

ど
も

の
居

場
所

を
提

供
す

る
た

め
、

小
規

模
の

放
課

後
児

童
の

預
か

り
事

業
及

び
保

育
所

や
一

時
預

か
り

、
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

な
ど

を
組

み
合

わ
せ

た
小

規
模

・
多

機
能

の
放

課
後

児
童

支
援

を
行

う
。

※
実

施
主

体
：
市

区
町

村
補

助
基

準
額

（
案

）
：
P

千
円

補
助

率
：
1
/
3

放
課

後
の

子
ど

も
の

居
場

所
の

確
保

や
、

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の
育

成
支

援
の

内
容

の
質

の
向

上
を

図
る

な
ど

、
放

課
後

児
童

対
策

を
推

進
。

Ⅰ
子

ど
も

の
居

場
所

の
確

保

≪
支

援
策
≫

放
課
後
児
童
対
策
の
推
進
に
つ
い
て

Ⅰ
子

ど
も

の
居

場
所

の
確

保
１

．
児

童
館

、
公

民
館

等
の

既
存

の
社

会
資

源
を

活
用

し
た

放
課

後
の

子
ど

も
の

居
場

所
の

確
保

２
．

小
規

模
・
多

機
能

に
よ

る
放

課
後

の
子

ど
も

の
居

場
所

の
確

保

Ⅱ
育

成
支

援
の

内
容

の
質

の
向

上
１

．
放

課
後

児
童

支
援

員
の

資
質

の
向

上
２

．
放

課
後

児
童

支
援

員
の

人
材

確
保

保
育

対
策

総
合

支
援

事
業

に
つ

い
て

、
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
も

支
援

の
対

象
と

し
て

実
施

。

１
．

放
課

後
児

童
支

援
員

の
資

質
の

向
上

○
利

用
児

童
の

安
全

確
保

や
、

子
ど

も
の

自
主

性
、

社
会

性
等

の
よ

り
一

層
の

向
上

が
図

ら
れ

る
よ

う
、

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

を
巡

回
す

る
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
を

市
区

町
村

に
配

置
す

る
。

【
「
若

手
保

育
士

や
保

育
事

業
者

へ
の

巡
回

支
援

事
業

」
の

中
で

実
施

】
※

実
施

主
体

：
市

区
町

村
補

助
基

準
額

（
案

）
：
P

千
円

補
助

率
：
1
/
2

２
．

放
課

後
児

童
支

援
員

の
人

材
確

保
○

放
課

後
児

童
支

援
員

の
専

門
性

向
上

と
質

の
高

い
人

材
を

安
定

的
に

確
保

す
る

た
め

、
保

育
士

・
保

育
所

支
援

セ
ン

タ
ー

等
に

お
い

て
、

放
課

後
児

童
支

援
員

と
し

て
就

労
を

希
望

す
る

者
に

対
し

、
求

人
情

報
の

提
供

や
事

業
者

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
を

行
う

。
ま

た
、

同
セ

ン
タ

ー
と

連
携

し
、

市
区

町
村

に
お

い
て

就
職

相
談

等
の

支
援

を
行

う
。

【
「
保

育
士

・
保

育
所

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

」
（
都

道
府

県
）
及

び
「
保

育
人

材
確

保
支

援
事

業
」
（
市

区
町

村
）
の

中
で

実
施

】
※

実
施

主
体

：
都

道
府

県
、

市
区

町
村

補
助

基
準

加
算

額
（
案

）
：
P

千
円

補
助

率
：
1
/
2

Ⅱ
育

成
支

援
の

内
容

の
質

の
向

上
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令
和
元
年
度

放
課
後
児
童
支
援
員
等
処
遇
改
善
等
事
業
の
実
施
状
況
①
（
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
交
付
決
定
ベ
ー
ス
）

※
①

…
非

常
勤

を
含

む
職

員
の

賃
金

改
善

に
必

要
な

費
用

の
一

部
を

補
助

す
る

事
業

を
実

施
し

て
い

る
市

町
村

②
…

常
勤

職
員

を
配

置
す

る
た

め
の

追
加

費
用

（
賃

金
改

善
に

必
要

な
費

用
を

含
む

）
の

一
部

を
補

助
す

る
事

業
を

実
施

し
て

い
る

市
町

村

N
o
.

都
道

府
県

実
施

市
町

村
数

市
区

町
村

1
北

海
道

6
札

幌
市

①
②

江
別

市
①

帯
広

市
①

函
館

市
①

鷹
栖

町
①

名
寄

市
②

2
青

森
県

4
藤

崎
町

①
②

三
戸

町
①

田
子

町
①

新
郷

村
①

3
岩

手
県

9
盛

岡
市

①
②

花
巻

市
①

②
大

船
渡

市
①

久
慈

市
①

北
上

市
①

②
一

関
市

①
陸

前
高

田
市

①
滝

沢
市

①
奥

州
市

①
②

4
宮

城
県

2
仙

台
市

①
登

米
市

①
②

5
秋

田
県

2
鹿

角
市

①
能

代
市

①

6
山

形
県

1
5

山
形

市
①

②
村

山
市

①
鶴

岡
市

①
②

天
童

市
①

②
東

根
市

②
酒

田
市

①
米

沢
市

①
②

長
井

市
①

三
川

町
①

庄
内

町
①

遊
佐

町
①

②
大

石
田

町
①

②
寒

河
江

市
①

②
新

庄
市

②
大

江
町

②

7
福

島
県

3
福

島
市

①
②

い
わ

き
市

①
②

会
津

若
松

市
①

②

8
茨

城
県

8
水

戸
市

①
ひ

た
ち

な
か

市
①

②
か

す
み

が
う

ら
市

①
石

岡
市

①
常

陸
大

宮
市

①
②

稲
敷

市
①

北
茨

城
市

①
東

海
村

①
②

9
栃

木
県

8
那

須
塩

原
市

①
日

光
市

①
②

佐
野

市
①

足
利

市
①

矢
板

市
②

野
木

町
②

栃
木

市
②

大
田

原
市

①

1
0

群
馬

県
1
7

高
崎

市
①

伊
勢

崎
市

①
前

橋
市

①
藤

岡
市

①
館

林
市

①
②

安
中

市
①

富
岡

市
①

桐
生

市
②

太
田

市
①

沼
田

市
①

渋
川

市
①

邑
楽

町
①

下
仁

田
町

①
み

な
か

み
町

①
明

和
町

①
玉

村
町

②
榛

東
村

①

1
1

埼
玉

県
4
0

さ
い

た
ま

市
①

②
越

谷
市

①
和

光
市

①
②

深
谷

市
①

②
東

松
山

市
①

本
庄

市
①

②
鴻

巣
市

①
戸

田
市

①
②

久
喜

市
①

朝
霞

市
①

熊
谷

市
①

②
加

須
市

①
②

飯
能

市
①

秩
父

市
①

白
岡

市
①

鶴
ヶ

島
市

①
②

日
高

市
①

②
ふ

じ
み

野
市

①

幸
手

市
①

新
座

市
①

桶
川

市
①

富
士

見
市

①
吉

見
町

①
伊

奈
町

①
と

き
が

わ
町

①
②

小
川

町
①

三
郷

市
①

②

杉
戸

町
①

上
里

町
①

寄
居

町
①

滑
川

町
①

②
川

島
町

①
上

尾
市

②
坂

戸
市

②
草

加
市

②
行

田
市

②

北
本

市
②

宮
代

町
②

嵐
山

町
②

鳩
山

町
②

1
2

千
葉

県
1
1

船
橋

市
①

成
田

市
①

市
川

市
②

野
田

市
①

八
千

代
市

②
鎌

ケ
谷

市
①

四
街

道
市

①
印

西
市

②
鴨

川
市

①

習
志

野
市

①
酒

々
井

町
②

1
3

東
京

都
8

多
摩

市
①

新
宿

区
①

板
橋

区
①

②
調

布
市

②
武

蔵
野

市
②

青
梅

市
①

②
町

田
市

②
葛

飾
区

①
②

1
4

神
奈

川
県

1
2

横
浜

市
②

相
模

原
市

①
横

須
賀

市
①

茅
ヶ

崎
市

①
②

藤
沢

市
①

三
浦

市
①

綾
瀬

市
①

伊
勢

原
市

①
平

塚
市

①

逗
子

市
①

鎌
倉

市
①

葉
山

町
②

1
5

新
潟

県
2

燕
市

①
上

越
市

①

1
6

富
山

県
5

富
山

市
①

高
岡

市
①

氷
見

市
①

射
水

市
①

舟
橋

村
①

1
7

石
川

県
7

金
沢

市
①

加
賀

市
①

か
ほ

く
市

①
小

松
市

①
白

山
市

①
②

津
幡

町
①

羽
咋

市
②

1
8

福
井

県
0

1
9

山
梨

県
1

北
杜

市
①

2
0

長
野

県
5

松
本

市
①

②
須

坂
市

①
佐

久
市

①
上

田
市

①
②

宮
田

村
①

2
1

岐
阜

県
5

岐
阜

市
①

恵
那

市
①

②
中

津
川

市
①

瑞
浪

市
①

大
垣

市
②

2
2

静
岡

県
5

静
岡

市
①

伊
東

市
①

島
田

市
①

②
焼

津
市

①
掛

川
市

①

2
3

愛
知

県
1
7

名
古

屋
市

①
②

岡
崎

市
①

豊
川

市
①

豊
明

市
①

長
久

手
市

①
犬

山
市

①
東

海
市

①
一

宮
市

①
大

府
市

②

知
多

市
①

尾
張

旭
市

①
②

知
立

市
①

豊
橋

市
①

②
春

日
井

市
①

瀬
戸

市
①

美
浜

町
①

津
島

市
②
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令
和
元
年
度

放
課
後
児
童
支
援
員
等
処
遇
改
善
等
事
業
の
実
施
状
況
②
（
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
交
付
決
定
ベ
ー
ス
）

N
o
.

都
道

府
県

実
施

市
町

村
数

市
区

町
村

2
4

三
重

県
9

津
市

①
②

四
日

市
市

①
松

阪
市

①
②

御
浜

町
①

川
越

町
①

亀
山

市
①

②
熊

野
市

①
鈴

鹿
市

①
多

気
町

②

2
5

滋
賀

県
1
0

大
津

市
①

栗
東

市
①

東
近

江
市

①
②

高
島

市
①

日
野

町
①

②
竜

王
町

①
湖

南
市

①
②

野
洲

市
②

近
江

八
幡

市
①

長
浜

市
①

2
6

京
都

府
1

向
日

市
①

2
7

大
阪

府
1
1

堺
市

①
枚

方
市

①
富

田
林

市
①

茨
木

市
①

寝
屋

川
市

①
河

内
長

野
市

①
大

阪
狭

山
市

①
熊

取
町

①
②

守
口

市
①

豊
中

市
②

泉
南

市
①

2
8

兵
庫

県
7

神
戸

市
①

②
明

石
市

①
宝

塚
市

①
西

宮
市

①
②

三
木

市
①

川
西

市
①

播
磨

町
①

2
9

奈
良

県
6

奈
良

市
①

天
理

市
①

御
所

市
①

橿
原

市
①

②
生

駒
市

①
桜

井
市

①

3
0

和
歌

山
県

8
橋

本
市

①
新

宮
市

①
湯

浅
町

①
串

本
町

①
②

海
南

市
②

広
川

町
②

御
坊

市
②

有
田

川
町

②

3
1

鳥
取

県
1

鳥
取

市
①

3
2

島
根

県
2

大
田

市
①

②
雲

南
市

②

3
3

岡
山

県
7

岡
山

市
①

倉
敷

市
①

②
総

社
市

①
瀬

戸
内

市
①

勝
央

町
①

吉
備

中
央

町
①

赤
磐

市
①

3
4

広
島

県
0

3
5

山
口

県
0

3
6

徳
島

県
6

徳
島

市
①

②
小

松
島

市
①

吉
野

川
市

①
美

馬
市

①
石

井
町

①
②

神
山

町
①

3
7

香
川

県
1

高
松

市
①

②

3
8

愛
媛

県
0

3
9

高
知

県
2

高
知

市
②

香
美

市
①

4
0

福
岡

県
5

春
日

市
①

行
橋

市
①

粕
屋

町
①

鞍
手

町
①

大
木

町
①

4
1

佐
賀

県
1

嬉
野

市
①

4
2

長
崎

県
1
1

長
崎

市
①

②
佐

世
保

市
①

諫
早

市
①

大
村

市
①

西
海

市
①

②
五

島
市

①
時

津
町

①
波

佐
見

町
①

東
彼

杵
町

②

川
棚

町
①

長
与

町
①

4
3

熊
本

県
1
3

合
志

市
①

②
八

代
市

①
②

水
俣

市
①

玉
名

市
①

菊
池

市
①

阿
蘇

市
①

天
草

市
①

益
城

町
①

菊
陽

町
①

あ
さ

ぎ
り

町
①

湯
前

町
①

山
都

町
①

御
船

町
①

4
4

大
分

県
1

中
津

市
②

4
5

宮
崎

県
3

都
城

市
①

串
間

市
①

延
岡

市
①

4
6

鹿
児

島
県

1
1

鹿
屋

市
①

②
霧

島
市

①
出

水
市

①
薩

摩
川

内
市

①
②

東
串

良
町

①
南

さ
つ

ま
市

①
②

錦
江

町
①

南
大

隅
町

①
曽

於
市

①

肝
付

町
①

長
島

町
①

②

4
7

沖
縄

県
2
1

那
覇

市
①

う
る

ま
市

①
②

沖
縄

市
①

②
豊

見
城

市
①

南
城

市
①

北
谷

町
①

②
与

那
原

町
①

宮
古

島
市

①
②

石
垣

市
①

②

糸
満

市
①

②
八

重
瀬

町
①

西
原

町
①

②
南

風
原

町
①

②
国

頭
村

①
嘉

手
納

町
①

金
武

町
①

浦
添

市
①

名
護

市
①

大
宜

味
村

①
今

帰
仁

村
①

②
宜

野
湾

市
①

合
計

3
2
9
 

①
の

合
計

2
8
8

②
の

合
計

1
2
0
 

①
②

の
合

計
7
9
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令
和
元
年
度

放
課
後
児
童
支
援
員
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
処
遇
改
善
事
業
の
実
施
状
況
①
（
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
交
付
決
定
ベ
ー
ス
）

N
o
.

都
道

府
県

実
施

市
区

町
村

数
市

区
町

村

1
北

海
道

2
0

札
幌

市
函

館
市

旭
川

市
帯

広
市

名
寄

市
根

室
市

苫
小

牧
市

石
狩

市
鷹

栖
町

弟
子

屈
町

八
雲

町
安

平
町

京
極

町
池

田
町

栗
山

町
月

形
町

厚
真

町
豊

浦
町

士
幌

町
大

樹
町

2
青

森
県

3
五

所
川

原
市

三
沢

市
新

郷
村

3
岩

手
県

1
2

盛
岡

市
陸

前
高

田
市

奥
州

市
一

関
市

北
上

市
滝

沢
市

久
慈

市
大

船
渡

市
花

巻
市

大
槌

町
住

田
町

岩
手

町

4
宮

城
県

4
富

谷
市

登
米

市
大

和
町

利
府

町

5
秋

田
県

1
5

横
手

市
鹿

角
市

北
秋

田
市

大
館

市
湯

沢
市

潟
上

市
大

仙
市

由
利

本
荘

市
に

か
ほ

市

仙
北

市
能

代
市

五
城

目
町

三
種

町
八

峰
町

小
坂

町

6
山

形
県

1
6

山
形

市
南

陽
市

東
根

市
天

童
市

酒
田

市
尾

花
沢

市
米

沢
市

新
庄

市
村

山
市

鶴
岡

市
寒

河
江

市
白

鷹
町

大
石

田
町

三
川

町
庄

内
町

遊
佐

町

7
福

島
県

7
福

島
市

郡
山

市
い

わ
き

市
会

津
若

松
市

須
賀

川
市

南
相

馬
市

飯
舘

村

8
茨

城
県

1
1

水
戸

市
ひ

た
ち

な
か

市
那

珂
市

北
茨

城
市

か
す

み
が

う
ら

市
常

総
市

石
岡

市
つ

く
ば

市
境

町

八
千

代
町

東
海

村

9
栃

木
県

1
0

栃
木

市
那

須
烏

山
市

小
山

市
真

岡
市

足
利

市
矢

板
市

壬
生

町
茂

木
町

芳
賀

町

益
子

町

1
0

群
馬

県
1
5

前
橋

市
高

崎
市

安
中

市
館

林
市

富
岡

市
桐

生
市

伊
勢

崎
市

渋
川

市
沼

田
市

大
泉

町
中

之
条

町
み

な
か

み
町

玉
村

町
千

代
田

町
邑

楽
町

1
1

埼
玉

県
2
7

さ
い

た
ま

市
川

越
市

越
谷

市
本

庄
市

加
須

市
春

日
部

市
熊

谷
市

飯
能

市
蕨

市

戸
田

市
志

木
市

幸
手

市
和

光
市

朝
霞

市
鶴

ヶ
島

市
白

岡
市

入
間

市
上

尾
市

狭
山

市
と

き
が

わ
町

川
島

町
美

里
町

吉
見

町
上

里
町

滑
川

町
鳩

山
町

寄
居

町

1
2

千
葉

県
9

千
葉

市
市

川
市

富
津

市
流

山
市

勝
浦

市
習

志
野

市
鴨

川
市

東
庄

町
酒

々
井

町

1
3

東
京

都
9

町
田

市
青

梅
市

多
摩

市
武

蔵
野

市
文

京
区

板
橋

区
中

野
区

足
立

区
品

川
区

1
4

神
奈

川
県

1
0

横
浜

市
川

崎
市

相
模

原
市

横
須

賀
市

茅
ヶ

崎
市

座
間

市
平

塚
市

葉
山

町
開

成
町

清
川

村

1
5

新
潟

県
3

新
潟

市
南

魚
沼

市
魚

沼
市

1
6

富
山

県
0

1
7

石
川

県
1
1

金
沢

市
七

尾
市

白
山

市
小

松
市

野
々

市
市

加
賀

市
輪

島
市

羽
咋

市
宝

達
志

水
町

志
賀

町
穴

水
町

1
8

福
井

県
3

坂
井

市
鯖

江
市

越
前

町

1
9

山
梨

県
3

中
央

市
笛

吹
市

昭
和

町

2
0

長
野

県
5

松
本

市
上

田
市

伊
那

市
木

曽
町

宮
田

村

2
1

岐
阜

県
9

中
津

川
市

関
市

可
児

市
瑞

浪
市

恵
那

市
多

治
見

市
大

垣
市

高
山

市
岐

南
町

2
2

静
岡

県
7

藤
枝

市
御

殿
場

市
袋

井
市

伊
東

市
島

田
市

裾
野

市
掛

川
市
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令
和
元
年
度

放
課
後
児
童
支
援
員
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
処
遇
改
善
事
業
の
実
施
状
況
②
（
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
交
付
決
定
ベ
ー
ス
）

N
o
.

都
道

府
県

実
施

市
区

町
村

数
市

区
町

村

2
3

愛
知

県
1
4

名
古

屋
市

豊
川

市
一

宮
市

日
進

市
半

田
市

蒲
郡

市
津

島
市

豊
田

市
大

府
市

北
名

古
屋

市
知

多
市

長
久

手
市

瀬
戸

市
扶

桑
町

2
4

三
重

県
6

津
市

松
阪

市
熊

野
市

四
日

市
市

御
浜

町
紀

北
町

2
5

滋
賀

県
1
0

大
津

市
米

原
市

守
山

市
湖

南
市

東
近

江
市

近
江

八
幡

市
高

島
市

栗
東

市
日

野
町

竜
王

町

2
6

京
都

府
5

京
都

市
木

津
川

市
長

岡
京

市
城

陽
市

大
山

崎
町

2
7

大
阪

府
5

大
阪

市
富

田
林

市
島

本
町

忠
岡

町
泉

南
市

2
8

兵
庫

県
9

神
戸

市
尼

崎
市

西
宮

市
三

田
市

加
古

川
市

三
木

市
播

磨
町

川
西

市
上

郡
町

2
9

奈
良

県
5

奈
良

市
天

理
市

生
駒

市
橿

原
市

田
原

本
町

3
0

和
歌

山
県

7
田

辺
市

上
富

田
町

白
浜

町
有

田
川

町
湯

浅
町

九
度

山
町

か
つ

ら
ぎ

町

3
1

鳥
取

県
2

鳥
取

市
智

頭
町

3
2

島
根

県
3

安
来

市
大

田
市

邑
南

町

3
3

岡
山

県
9

岡
山

市
倉

敷
市

津
山

市
赤

磐
市

美
作

市
井

原
市

笠
岡

市
矢

掛
町

里
庄

町

3
4

広
島

県
3

広
島

市
東

広
島

市
安

芸
高

田
市

3
5

山
口

県
5

山
口

市
宇

部
市

美
祢

市
周

南
市

周
防

大
島

町

3
6

徳
島

県
2

小
松

島
市

石
井

町

3
7

香
川

県
2

高
松

市
多

度
津

町

3
8

愛
媛

県
1

松
山

市

3
9

高
知

県
5

高
知

市
須

崎
市

土
佐

市
南

国
市

安
芸

市

4
0

福
岡

県
8

北
九

州
市

久
留

米
市

み
や

ま
市

嘉
麻

市
う

き
は

市
宮

若
市

朝
倉

市
み

や
こ

町

4
1

佐
賀

県
4

鳥
栖

市
嬉

野
市

唐
津

市
太

良
町

4
2

長
崎

県
8

長
崎

市
佐

世
保

市
大

村
市

西
海

市
諫

早
市

長
与

町
時

津
町

東
彼

杵
町

4
3

熊
本

県
1
4

熊
本

市
合

志
市

菊
池

市
玉

名
市

八
代

市
水

俣
市

菊
陽

町
あ

さ
ぎ

り
町

氷
川

町

山
都

町
嘉

島
町

湯
前

町
多

良
木

町
大

津
町

4
4

大
分

県
8

豊
後

高
田

市
別

府
市

日
田

市
杵

築
市

中
津

市
由

布
市

宇
佐

市
臼

杵
市

4
5

宮
崎

県
7

宮
崎

市
都

城
市

延
岡

市
串

間
市

都
農

町
高

鍋
町

綾
町

4
6

鹿
児

島
県

1
8

南
九

州
市

出
水

市
枕

崎
市

指
宿

市
西

之
表

市
曽

於
市

志
布

志
市

南
さ

つ
ま

市
薩

摩
川

内
市

垂
水

市
奄

美
市

姶
良

市
和

泊
町

徳
之

島
町

喜
界

町
大

和
村

龍
郷

町
肝

付
町

4
7

沖
縄

県
1
1

う
る

ま
市

沖
縄

市
南

城
市

宮
古

島
市

宜
野

湾
市

名
護

市
与

那
原

町
本

部
町

今
帰

仁
村

宜
野

座
村

大
宜

味
村

合
計

3
8
0
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成
育
基
本
法
の
概
要

主
な
内
容

法
律
の
目
的

令
和

元
年

1
2
月

1
日

施
行
日

※
「
成
育
過
程
に
あ
る
者
及
び
そ
の
保
護
者
並
び
に
妊
産
婦
に
対
し
必
要
な
成
育
医
療
等
を
切
れ
目
な
く
提
供
す
る
た
め
の
施
策
の
総
合
的
な
推
進
に
関
す
る
法
律
」
（
平
成
30
年
法
律
第
10
4号
）

※
20
18
年
12
月
14
日
公
布

次
代

の
社

会
を

担
う

成
育

過
程

に
あ

る
者

の
個

人
と

し
て

の
尊

厳
が

重
ん

ぜ
ら

れ
、

そ
の

心
身

の
健

や
か

な
成

育
が

確
保

さ
れ

る
こ

と
が

重
要

な
課

題
と

な
っ

て
い

る
こ

と
等

に
鑑

み
、

児
童

の
権

利
に

関
す

る
条

約
の

精
神

に
の

っ
と

り
、

成
育

医
療

等
の

提
供

に
関

す
る

施
策

に
関

し
、

基
本

理
念

を
定

め
、

国
、

地
方

公
共

団
体

、
保

護
者

及
び

医
療

関
係

者
等

の
責

務
等

を
明

ら
か

に
し

、
並

び
に

成
育

医
療

等
基

本
方

針
の

策
定

に
つ

い
て

定
め

る
と

と
も

に
、

成
育

医
療

等
の

提
供

に
関

す
る

施
策

の
基

本
と

な
る

事
項

を
定

め
る

こ
と

に
よ

り
、

成
育

過
程

に
あ

る
者

及
び

そ
の

保
護

者
並

び
に

妊
産

婦
に

対
し

必
要

な
成

育
医

療
等

を
切

れ
目

な
く

提
供

す
る

た
め

の
施

策
を

総
合

的
に

推
進

す
る

。

○
基

本
理

念
・
成
育
過
程
に
あ
る
者
の
心
身
の
健
や
か
な
成
育
が
図
ら
れ
る
こ
と
を

保
障
さ
れ
る
権
利
の
尊
重

・
多
様
化
・
高
度
化
す
る
成
育
過
程
に
あ
る
者
等
の
需
要
に
的
確
に
対
応
し
た

成
育
医
療
等
の
切
れ
目
な
い
提
供

・
居
住
す
る
地
域
に
か
か
わ
ら
ず
科
学
的
知
見
に
基
づ
く

適
切
な
成
育
医
療
等
の
提
供

・
成
育
過
程
に
あ
る
者
等
に
対
す
る
情
報
の
適
切
な
提
供
、
社
会
的
経
済
的
状
況

に
か
か
わ
ら
ず
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
、
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
の
整
備

○
国

、
地

方
公

共
団

体
、

保
護

者
、

医
療

関
係

者
等

の
責

務

○
関

係
者

相
互

の
連

携
及

び
協

力

○
法

制
上

の
措

置
等

○
施

策
の

実
施

の
状

況
の

公
表

（
毎

年
１

回
）

○
成

育
医

療
等

基
本

方
針

の
策

定
と

評
価

※
閣
議
決
定
に
よ
り
策
定
し
、
公
表
す
る
。

※
少
な
く
と
も
６
年
ご
と
に
見
直
す

○
基

本
的

施
策

・
成
育
過
程
に
あ
る
者
・
妊
産
婦
に
対
す
る
医
療

・
成
育
過
程
に
あ
る
者
等
に
対
す
る
保
健

・
成
育
過
程
に
あ
る
者
・
妊
産
婦
の
心
身
の
健
康
等
に
関
す
る
教
育
及
び
普
及
啓
発

・
記
録
の
収
集
等
に
関
す
る
体
制
の
整
備
等

例
：
成
育
過
程
に
あ
る
者
に
対
す
る
予
防
接
種
等
に
関
す
る
記
録

成
育
過
程
に
あ
る
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
お
け
る

そ
の
死
亡
の
原
因
に
関
す
る
情
報

・
調
査
研
究

○
成

育
医

療
等

協
議

会
の

設
置

※
厚
生
労
働
省
に
設
置

※
委
員
は
厚
生
労
働
大
臣
が
任
命

※
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
政
令
で
定
め
る
。

○
都

道
府

県
の

医
療

計
画

そ
の

他
政

令
で

定
め

る
計

画
の

作
成

の
際

の
成

育
医

療
等

へ
の

配
慮

義
務

（
努

力
義

務
）
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成
育

基
本

法
第

１
９

条
第

1項
に

基
づ

き
政

令
で

定
め

る
計

画

（
医

療
計

画
等

の
作

成
に

当
た

っ
て

の
配

慮
等

）
第

19
条

都
道

府
県

は
、

医
療

法
（昭

和
二

十
三

年
法

律
第

二
百

五
号

）第
三

十
条

の
四

第
一

項
に

規
定

す
る

医
療

計
画

そ
の

他
政

令
で

定
め

る
計

画
を

作
成

す
る

に
当

た
っ

て
は

、
成

育
過

程
に

あ
る

者
等

に
対

す
る

成
育

医
療

等
の

提
供

が
確

保
さ

れ
る

よ
う

適
切

な
配

慮
を

す
る

よ
う

努
め

る
も

の
と

す
る

。

成
育
基
本
法
第
1
9
条
第
１
項

政
令
で
定
め
る
計
画
（
案
）

①
都

道
府

県
障

害
児

福
祉

計
画

（
児

童
福

祉
法

第
33

条
の

22
第

1項
）

②
都

道
府

県
地

域
福

祉
支

援
計

画
（
社

会
福

祉
法

第
10

8条
第

１
項

）

③
自

立
促

進
計

画
（
母

子
及

び
父

子
並

び
に

寡
婦

福
祉

法
第

11
条

第
２

項
第

３
号

）

④
都

道
府

県
障

害
者

計
画

（
障

害
者

基
本

法
第

11
条

第
2項

）

⑤
予

防
計

画
（
感

染
症

の
予

防
及

び
感

染
症

の
患

者
に

対
す

る
医

療
に

関
す

る
法

律
第

10
条

第
１

項
）

⑥
都

道
府

県
男

女
共

同
参

画
計

画
（
男

女
共

同
参

画
社

会
基

本
法

第
14

条
第

1項
）

⑦
都

道
府

県
基

本
計

画
（
配

偶
者

か
ら

の
暴

力
の

防
止

及
び

被
害

者
の

保
護

等
に

関
す

る
法

律
第

２
条

の
３

第
１

項
）

⑧
都

道
府

県
健

康
増

進
計

画
（
健

康
増

進
法

第
８

条
第

１
項

）

⑨
都

道
府

県
食

育
推

進
計

画
(食

育
基

本
法

第
17

条
第

１
項

)

⑩
都

道
府

県
障

害
福

祉
計

画
（
障

害
者

の
日

常
生

活
及

び
社

会
生

活
を

総
合

的
に

支
援

す
る

た
め

の
法

律
第

89
条

第
１

項
）

⑪
都

道
府

県
自

殺
対

策
計

画
（
自

殺
対

策
基

本
法

第
13

条
第

１
項

）

⑫
都

道
府

県
が

ん
対

策
推

進
計

画
（
が

ん
対

策
基

本
法

第
12

条
第

1項
）

⑬
教

育
の

振
興

の
た

め
の

施
策

に
関

す
る

基
本

的
な

計
画

（
教

育
基

本
法

第
17

条
第

２
項

）

⑭
都

道
府

県
子

ど
も

・
若

者
計

画
（
子

ど
も

・
若

者
育

成
支

援
推

進
法

第
９

条
第

１
項

）

⑮
都

道
府

県
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

事
業

支
援

計
画

（
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

法
第

62
条

第
１

項
）

⑯
子

ど
も

の
貧

困
対

策
に

つ
い

て
の

計
画

（
子

ど
も

の
貧

困
対

策
の

推
進

に
関

す
る

法
律

第
9条

第
1項

）

⑰
都

道
府

県
ア

ル
コ

ー
ル

健
康

障
害

対
策

推
進

計
画

（
ア

ル
コ

ー
ル

健
康

障
害

対
策

基
本

法
第

14
条

第
１

項
）

⑱
都

道
府

県
ギ

ャ
ン

ブ
ル

等
依

存
症

対
策

推
進

計
画

（
ギ

ャ
ン

ブ
ル

等
依

存
症

対
策

基
本

法
第

13
条

第
１

項
）

⑲
都

道
府

県
循

環
器

病
対

策
推

進
計

画
（
健

康
寿

命
の

延
伸

等
を

図
る

た
め

の
脳

卒
中

、
心

臓
病

そ
の

他
の

循
環

器
病

に
係

る
対

策
に

関
す

る
基

本
法

第
11

条
第

１
項

）
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産
後

ケ
ア

事
業

○
事

業
内

容
退

院
直

後
の

母
子

に
対

し
て

心
身

の
ケ

ア
や

育
児

の
サ

ポ
ー

ト
等

き
め

細
か

い
支

援
を

実
施

す
る

。
（利

用
期

間
は

原
則

７
日

以
内

）
原

則
と

し
て

①
及

び
②

を
実

施
、

必
要

に
応

じ
て

③
か

ら
⑤

を
実

施
。

①
褥

婦
及

び
新

生
児

に
対

す
る

保
健

指
導

及
び

授
乳

指
導

（
乳

房
マ

ッ
サ

ー
ジ

を
含

む
）

②
褥

婦
に

対
す

る
療

養
上

の
世

話
④

褥
婦

及
び

産
婦

に
対

す
る

心
理

的
ケ

ア
や

カ
ウ

ン
セ

リ
ン

グ
③

産
婦

及
び

乳
児

に
対

す
る

保
健

指
導

⑤
育

児
に

関
す

る
指

導
や

育
児

サ
ポ

ー
ト

等

○
実

施
方

法
・
実

施
場

所
等

(1
)「

宿
泊

型
」

・
・
・

病
院

、
助

産
所

等
の

空
き

ベ
ッ

ド
の

活
用

等
に

よ
り

、
宿

泊
に

よ
る

休
養

の
機

会
の

提
供

等
を

実
施

。
(2

)「
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
型

」
・
・
・

個
別

・
集

団
で

支
援

を
行

え
る

施
設

に
お

い
て

、
日

中
、

来
所

し
た

利
用

者
に

対
し

実
施

。
(3

)「
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
型

」
・
・
・

実
施

担
当

者
が

利
用

者
の

自
宅

に
赴

き
実

施
。

○
実

施
担

当
者

事
業
内
容
に
応
じ
て

助
産

師
、

保
健

師
又

は
看

護
師

等
の

担
当

者
を

配
置

。
（
宿

泊
型

を
行

う
場

合
に

は
、

２
４

時
間

体
制

で
１

名
以

上
の

助
産

師
、

保
健

師
又

は
看

護
師

の
配

置
が

条
件

）

○
補

助
率

等
（
補

助
率

：
1
/
2
）

（
R

2
基

準
額

（
案

）
：

人
口

１
０

～
3
0
万

人
未

満
の

市
の

場
合

月
額

2
,0

2
3
,3

0
0
円

）
（
利

用
料

に
つ

い
て

は
、

市
町

村
が

利
用

者
の

所
得

等
に

応
じ

て
徴

収
）

（
平

成
２

６
年

度
は

、
妊

娠
・
出

産
包

括
支

援
モ

デ
ル

事
業

の
一

部
と

し
て

事
業

開
始

。
平

成
３

０
年

度
は

６
６

７
市

町
村

に
お

い
て

実
施

）

○
家

族
等

か
ら

十
分

な
家

事
及

び
育

児
な

ど
援

助
が

受
け

ら
れ

な
い

褥
婦

及
び

産
婦

並
び

に
そ

の
新

生
児

及
び

乳
児

で
あ

っ
て

、
次

の
(1

)又
は

(2
)に

該
当

す
る

者
(1

)産
後

に
心

身
の

不
調

又
は

育
児

不
安

等
が

あ
る

者
(2

) 
そ

の
他

特
に

支
援

が
必

要
と

認
め

ら
れ

る
者

対
象
者

事
業
の
概
要

○
市

区
町

村
（
本

事
業

の
趣

旨
を

理
解

し
、

適
切

な
実

施
が

で
き

る
団

体
等

に
事

業
の

全
部

又
は

一
部

の
委

託
が

可
能

）

実
施
主
体
等

○
退

院
直

後
の

母
子

に
対

し
て

心
身

の
ケ

ア
や

育
児

の
サ

ポ
ー

ト
等

を
行

い
、

産
後

も
安

心
し

て
子

育
て

が
で

き
る

支
援

体
制

を
確

保
す

る
。

事
業
目
的

※
産
後
ケ
ア
事
業
を
行
う
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
次
世
代
育
成
支
援
対
策
施
設
整
備
交
付
金
に
お
い
て
補
助

（
令

和
元

年
度

予
算
）

（
令

和
２
年

度
予

算
案

）
２
，

５
５

１
百

万
円

→
２

，
７

０
８
百

万
円
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○
現
在
、
予
算
事
業
と
し
て
実
施
し
て
い
る
市
町
村
事
業
の
「
産
後
ケ
ア
事
業
」
に
つ
い
て
、
母
子
保
健
法
上
に
位
置
づ
け
る
。

○
各
市
町
村
に
つ
い
て
、
「
産
後
ケ
ア
事
業
」
の
実
施
の
努
力
義
務
を
規
定
す
る
。

○
産
後
ケ
ア
を
必
要
と
す
る
出
産
後
１
年
を
経
過
し
な
い
女
子
、

乳
児

母
子
保
健
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
産
後
ケ
ア
事
業
の
法
制
化
）
に
つ
い
て

○
産
後
ケ
ア
を
必
要
と
す
る
出
産
後
１
年
を
経
過
し
な
い
女
子
及
び
乳
児
に
対
し
て
、
心
身
の
ケ
ア
や
育
児
の
サ
ポ
ー
ト
等
（
産
後
ケ
ア
）

を
行
い
、
産
後
も
安
心
し
て
子
育
て
が
で
き
る
支
援
体
制
を
確
保
す
る
も
の
。

対
象
者

○
実
施
主
体
：
市
町
村

※
事
業
の
全
部
又
は
一
部
の
委
託
可

○
内
容
：
心
身
の
状
態
に
応
じ
た
保
健
指
導

療
養
に
伴
う
世
話

育
児
に
関
す
る
指
導
若
し
く
は
相
談
そ
の
他
の
援
助

○
実
施
類
型
：
①
短
期
入
所
型

②
通
所
型
（
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
型
）

③
居
宅
訪
問
型
（
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
型
）

○
実
施
施
設
：
病
院
、
診
療
所
、
助
産
所
そ
の
他
厚
生
労
働
省

令
で
定
め
る
施
設

○
実
施
基
準
：
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準

（
人
員
、
設
備
、
運
営
等
に
係
る
基
準
）

法
案
概
要

産
後
ケ
ア
事
業
と
は

事
業
内
容
等

他
の
機
関
・
事
業
と
の
産
前
か
ら
の
連
携

施
行
日

○
２

年
を

超
え

な
い

範
囲

内
で

政
令

で
定

め
る

日

○
市
町
村
は
、
妊
娠
期
か
ら
出
産
後
に
至
る
支
援
を
切
れ
目
な
く

行
う
観
点
か
ら
、

・
母
子
健
康
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
そ
の
他
の
関
係
機
関
と

必
要
な
連
絡
調
整

・
母
子
保
健
法
に
基
づ
く
母
子
保
健
に
関
す
る
他
の
事
業
、

児
童
福
祉
法
そ
の
他
の
法
令
に
基
づ
く
母
性
及
び
乳
児
の

保
健
及
び
福
祉
に
関
す
る
事
業
と
の
連
携

を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
妊
産
婦
及
び
乳
児
に
対
す
る
支
援
の

一
体
的
な
実
施
そ
の
他
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

公
布
日

：
令
和
元
年
12
月
6
日

法
律
番
号
：
令
和
元
年
法
律
第
6
9号
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○
妊

産
婦

等
が

抱
え

る
妊

娠
・
出

産
や

子
育

て
に

関
す

る
悩

み
等

に
つ

い
て

、
助

産
師

等
の

専
門

家
又

は
子

育
て

経
験

者
や

シ
ニ

ア
世

代
等

の
相

談
し

や
す

い
「
話

し
相

手
」等

に
よ

る
相

談
支

援
を

行
い

、
家

庭
や

地
域

で
の

妊
産

婦
等

の
孤

立
感

を
解

消
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

○
事

業
の

内
容

①
利

用
者

の
悩

み
相

談
対

応
や

サ
ポ

ー
ト

②
産

前
・
産

後
の

心
身

の
不

調
に

関
す

る
相

談
支

援
③

妊
産

婦
等

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
者

の
募

集
④

子
育

て
経

験
者

や
シ

ニ
ア

世
代

の
者

等
に

対
し

て
産

前
・
産

後
サ

ポ
ー

ト
に

必
要

な
知

識
を

付
与

す
る

講
習

会
の

開
催

⑤
母

子
保

健
関

係
機

関
、

関
係

事
業

と
の

連
絡

調
整

⑥
多

胎
妊

産
婦

へ
の

支
援

（多
胎

ピ
ア

サ
ポ

ー
ト

、
多

胎
妊

産
婦

サ
ポ

ー
タ

ー
等

に
よ

る
支

援
⑦

妊
産

婦
等

へ
の

育
児

用
品

等
に

よ
る

支
援

○
実

施
方

法
・
実

施
場

所
等

①
「
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
（
パ

ー
ト

ナ
ー

）
型

」
・
・
・実

施
担

当
者

が
利

用
者

の
自

宅
に

赴
く
等

に
よ

り
、

個
別

に
相

談
に

対
応

②
「
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
（
参

加
）
型

」・
・
・・

・
・・

公
共

施
設

等
を

活
用

し
、

集
団

形
式

に
よ

り
、

同
じ

悩
み

等
を

有
す

る
利

用
者

か
ら

の
相

談
に

対
応

○
実

施
担

当
者

(1
)助

産
師

、
保

健
師

又
は

看
護

師
(2

)子
育

て
経

験
者

、
シ

ニ
ア

世
代

の
者

等
（
事

業
内

容
②

の
産

前
・
産

後
の

心
身

の
不

調
に

関
す

る
相

談
支

援
は

、
(1

)に
掲

げ
る

専
門

職
を

担
当

者
と

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
）

○
補

助
率

等
（
補

助
率

：
1
/
2
）

（
R

2
基

準
額

（
案

）
：

人
口

1
0
～

3
0
万

人
未

満
の

市
の

場
合

月
額

9
8
1
,7

0
0
円

等
）

（
平

成
２

６
年

度
よ

り
、

妊
娠

・
出

産
包

括
支

援
モ

デ
ル

事
業

の
一

部
と

し
て

事
業

開
始

。
平

成
３

０
年

度
は

４
０

３
市

町
村

に
お

い
て

実
施

）

○
身

近
に

相
談

で
き

る
者

が
い

な
い

な
ど

、
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

適
当

と
判

断
さ

れ
る

妊
産

婦
及

び
そ

の
家

族
。

対
象
者

事
業
目
的
等

事
業
の
概
要

○
市

区
町

村
（
本

事
業

の
趣

旨
を

理
解

し
、

適
切

な
実

施
が

期
待

で
き

る
団

体
等

に
事

業
の

全
部

又
は

一
部

を
委

託
す

る
こ

と
が

で
き

る
）

実
施
主
体

産
前

・
産

後
サ

ポ
ー

ト
事

業
（

令
和

元
年

度
予

算
）

（
令

和
２

年
度

予
算

案
）

７
７

７
百

万
円

→
１

，
７

０
４
百

万
円
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■
対

象
：
多
胎

妊
婦
、

多
胎

家
庭

■
実

施
主
体

：
市
区
町

村
■

補
助
率

（
案

）
：

国
1/
2、

市
区

町
村

1/
2

■
事

業
内
容

①
多

胎
ピ
ア

サ
ポ
ー

ト
事

業
：

補
助
単
価
（
案
）
：
月
額
18
9,
00
0円

孤
立

し
や
す
い

多
胎

妊
婦

及
び
多
胎

家
庭

を
支

援
す
る
た

め
、

同
じ

よ
う
な
多

胎
児

の
育

児
経
験
者

家
族

と
の

交
流
会
の

開
催
や

、
多
胎
育

児
経

験
者

に
よ
る
相

談
支

援
事

業
を
実
施

。

②
多

胎
妊
産

婦
サ
ポ

ー
タ

ー
等

事
業

：
補
助
単
価
（
案
）
：
月
額
40
8,
80
0円

○
多
胎

妊
婦
や
多

胎
家

庭
の

も
と
へ
、

育
児

等
サ

ポ
ー
タ
ー

を
派

遣
し

、
産
前
や

産
後

に
お

い
て
、
外

出
の

補
助

や
日
常
の

育
児

に
関
す
る

介
助

等
を

行
う
。
併

せ
て

、
日

常
生
活
に

お
け

る
不

安
や
孤
立

感
な

ど
に

対
応
し
た

相
談

支
援

を
実
施
す

る
。

○
多
胎

妊
婦
等
へ

派
遣

さ
れ

る
育
児
サ

ポ
ー

タ
ー

に
向
け
、

多
胎

に
関

す
る
研
修

も
併

せ
て

実
施
す
る

。

＜
多

胎
ピ
ア

サ
ポ
ー
ト

事
業

＞
○

多
胎

児
の

育
児
経
験

者
家

族
と

の
交
流
会

等
や

、
多

胎
育
児

経
験

者
に

よ
る
相
談

支
援

事
業

を
実
施
。

○
相

談
支
援

事
業
で
は

、
多

胎
妊

婦
が
入
院

す
る

病
院

へ
の
訪

問
や

多
胎

妊
産
婦
の

家
庭

へ
の
ア

ウ
ト
リ

ー
チ

を
実

施
。

＜
多

胎
妊
産

婦
サ
ポ
ー

タ
ー

等
事

業
＞

○
多

胎
妊
婦

や
多
胎
家

庭
の

も
と

へ
育
児
サ

ポ
ー

タ
ー

を
派
遣

し
、

外
出

時
の
補
助

や
、

日
常

の
育
児
に

関
す

る
介

助
を
行

う
。

○
多

胎
妊
産

婦
へ
派
遣

さ
れ

る
育

児
サ
ポ
ー

タ
ー

に
向

け
、

多
胎

に
関

す
る
研
修

も
併

せ
て

実
施
。

多
胎
児
の
育
児
経
験
者
に
よ
る

訪
問
相
談
の
実
施

交
流
会
の
実
施

日
常
生
活
の

サ
ポ
ー
ト
の
実
施

外
出
時
の
補
助

サ
ポ
ー
タ
ー
向
け
の

研
修
会
の
実
施

訪
問

訪
問

多
胎
妊
産
婦
へ
の
支
援
に
つ
い
て

○
孤
立
し

や
す

く
、

産
前
・

産
後
で
育

児
等

の
負
担
が
多

い
多
胎

妊
産
婦

を
支

援
す

る
た

め
、

産
前
・

産
後
サ

ポ
ー

ト
事
業

に
支

援
の

た
め

の
メ
ニ
ュ
ー

を
創
設

し
、
多
胎

妊
産
婦

へ
の
負

担
感
や

孤
立

感
の
軽

減
を
図

る
。
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産
後

う
つ

の
予

防
や

新
生

児
へ

の
虐

待
予

防
等

を
図

る
観

点
か

ら
、

産
後

2週
間

、
産

後
１

か
月

な
ど

出
産

後
間

も
な

い
時

期
の

産
婦

に
対

す
る

健
康

診
査

（
母

体
の

身
体

的
機

能
の

回
復

や
授

乳
状

況
及

び
精

神
状

態
の

把
握

等
）
の

重
要

性
が

指
摘

さ
れ

て
い

る
。

こ
の

た
め

、
産

婦
健

康
診

査
の

費
用

を
助

成
す

る
こ

と
に

よ
り

、
産

後
の

初
期

段
階

に
お

け
る

母
子

に
対

す
る

支
援

を
強

化
し

、
妊

娠
期

か
ら

子
育

て
期

に
わ

た
る

切
れ

目
の

な
い

支
援

体
制

を
整

備
す

る
。

要
旨

○
地

域
に

お
け

る
全

て
の

産
婦

を
対

象
に

、
産

婦
健

康
診

査
２

回
分

に
係

る
費

用
に

つ
い

て
助

成
を

行
う

。
（
実

施
主

体
：
市

町
村

、
補

助
率

：１
／

２
、

R
2
要

求
基

準
額

（
案

）
：
１

回
当

た
り

５
，
０

０
０

円
）

（平
成

29
年

度
は

73
市

町
村

に
お

い
て

実
施

）
※

事
業

の
実

施
に

当
た

っ
て

は
以

下
の

３
点

を
要

件
と

す
る

。
（
１

）
産

婦
健

康
診

査
に

お
い

て
、

母
体

の
身

体
的

機
能

の
回

復
や

授
乳

状
況

及
び

精
神

状
態

の
把

握
等

を
実

施
す

る
こ

と
。

（
２

）
産

婦
健

康
診

査
の

結
果

が
健

診
実

施
機

関
か

ら
市

区
町

村
へ

速
や

か
に

報
告

さ
れ

る
よ

う
体

制
を

整
備

す
る

こ
と

。
（
３

）
産

婦
健

康
診

査
の

結
果

、
支

援
が

必
要

と
判

断
さ

れ
る

産
婦

に
対

し
て

、
産

後
ケ

ア
事

業
を

実
施

す
る

こ
と

。

事
業

内
容

妊
娠

出
産

乳
児

１ 歳 ６ か 月 児 健 診

※ 地 方 交 付 税 措 置

３ 歳 児 健 診

※ 地 方 交 付 税 措 置

妊 娠 の 届 出 ・

母 子 健 康 手 帳 の 交 付

妊
婦

健
診

（
１

４
回

）

※
地

方
交

付
税

措
置

幼
児

産 婦 健 診

妊
娠

期
か

ら
子

育
て

期
に

わ
た

る
切

れ
目

の
な

い
支

援

２
回

分
を

助
成

乳
幼

児
健

診
（
３

～
４

か
月

児
健

診
な

ど
）

※
市

町
村

が
必

要
に

応
じ

実
施

（
地

方
交

付
税

措
置

）

産
後

ケ
ア

事
業

※
産

婦
の

心
身

の
不

調
や

産
後

う
つ

等
を

防
ぐ

た
め

、
母

子
へ

の
心

身
の

ケ
ア

や
育

児
サ

ポ
ー

ト
等

の
実

施

支
援

が
必

要
な

産
婦

の
把

握

産
婦

健
康

診
査

事
業

に
つ

い
て

（
令

和
元

年
度

予
算
）

（
令

和
２
年

度
予

算
案
）

１
，
２

６
８
百

万
円

→
１

，
８

２
６
百

万
円

（
33
8
,1

80
件

）
（
48
6
,8

01
件

）
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聴
覚

障
害

は
早

期
に

発
見

さ
れ

適
切

な
支

援
が

行
わ

れ
た

場
合

は
、

聴
覚

障
害

に
よ

る
音

声
言

語
発

達
等

へ
の

影
響

が
最

小
限

に
抑

え
ら

れ
る

。
こ

の
た

め
、

聴
覚

障
害

の
早

期
発

見
・早

期
療

育
が

図
ら

れ
る

よ
う

、
新

生
児

聴
覚

検
査

に
係

る
協

議
会

の
設

置
や

、
研

修
会

の
実

施
、

普
及

啓
発

等
に

よ
り

、
都

道
府

県
に

お
け

る
推

進
体

制
を

整
備

す
る

。
（
平

成
２

９
年

度
創

設
）

○
新

生
児

聴
覚

検
査

に
係

る
行

政
機

関
、

医
療

機
関

、
教

育
機

関
、

医
師

会
・患

者
会

等
の

関
係

機
関

等
に

よ
る

協
議

会
の

設
置

、
研

修
会

の
実

施
や

普
及

啓
発

等
に

よ
り

、
都

道
府

県
内

に
お

け
る

新
生

児
聴

覚
検

査
の

推
進

体
制

の
整

備
を

図
る

。
（
実

施
主

体
：
都

道
府

県
、

補
助

率
１

／
２

、
R

2
基

準
額

（
案

）
：
２

，
３

７
３

千
円

）
H

3
0
年

度
実

施
都

道
府

県
：3

4都
道

府
県

事
業

内
容

要
旨

＜
都

道
府

県
内

に
お

け
る

新
生

児
聴

覚
検

査
の

推
進

体
制

の
確

保
＞

○
医

療
機

関
や

教
育

機
関

な
ど

の
関

係
機

関
等

に
よ

る
協

議
会

の
設

置
○

医
療

機
関

従
事

者
等

に
対

す
る

研
修

会
の

実
施

や
新

生
児

聴
覚

検
査

の
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
作

成
等

に
よ

る
普

及
啓

発
○

県
内

に
お

け
る

事
業

実
施

の
た

め
の

手
引

書
の

作
成

な
ど

都
道

府
県

※
新

生
児

聴
覚

検
査

･･
･新

生
児

期
に

お
い

て
、

先
天

性
の

聴
覚

障
害

の
発

見
を

目
的

と
し

て
実

施
す

る
聴

覚
検

査
。

＜
新

生
児

聴
覚

検
査

の
実

施
＞

○
新

生
児

聴
覚

検
査

に
対

す
る

公
費

助
成

の
実

施
（※

地
方

交
付

税
措

置
）

○
新

生
児

訪
問

等
の

際
に

、
母

子
健

康
手

帳
を

活
用

し
、

新
生

児
聴

覚
検

査
の

実
施

状
況

の
把

握
及

び
要

支
援

児
や

保
護

者
に

対
す

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

な
ど

市
町

村

支
援

新
生

児
聴

覚
検

査
の

体
制

整
備

事
業

（
令

和
元

年
度

予
算
）

（
令

和
２

年
度

予
算

案
）

４
９

百
万

円
→

４
３

６
百

万
円
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新
生
児
聴
覚
検
査
体
制
整
備
事
業
の
拡
充

○
新
生
児

期
に
聴
覚
検
査
を
受
検
す
る

こ
と
は
、
難
聴
の
早
期
発
見
・
早
期
療
育
の
た
め
に
有
効
で
あ
る
が
、
市
町
村
に
お
い
て
、
新
生
児
聴
覚
検
査

の
実
施
率
の
把
握
が
で
き
て
お
ら
ず
、

ま
た
、
把
握
し
て
も
、
必
要
な
医
療
や
療
育
機
関
等
へ
早
期
に
繋
げ
ら
れ
て
い
な
い
な
ど
の
課
題
が
あ
る
。

○
そ
の
た

め
、
都
道
府
県
に
お
け
る
新

生
児
聴
覚
検
査
結
果
の
情
報
集
約
や
医
療
機
関
・
市
町
村
へ
の
情
報
共
有
・
指
導
等
、
難
聴
と
診
断
さ
れ
た
子

を
持
つ
親

等
へ
の
相
談
支
援
、
産
科
医

療
機
関
等
の
検
査
状
況
・
精
度
管
理
等
の
実
施
を
支
援
す
る
。

【
１
．
都
道
府
県
新
生
児
聴
覚
検
査
管
理
等
事
業
の
実
施
】

■
実
施
主
体

：
都
道
府
県
or
都
道
府
県

内
の
聴
覚
に
関
す
る
治
療
や
療
育
の
機
能
を
持
つ
中
核

的
な
医
療
機
関
に
委
託
も
可
。

■
実
施
担
当
者

：
看
護
師
、
助
産
師
、
言
語
聴
覚
士

■
補
助
単
価
（
案
)：

10
,0
00
千
円

■
補
助
率
（
案
)：

国
1/
2、

都
道
府
県
1/
2

①
．
検
査
結
果

の
情
報
集
約
と
、
医

療
機
関
・
市
町
村
へ
の
情
報
共
有
・
指
導
等
の
実
施

○
産
科
医
療
機
関
等

や
市
町
村
か

ら
、
新
生
児
に
関
す
る
聴
覚
検
査
結
果
を
集
約
し
、
検

査
結
果
を
把
握
す
る
よ
う
市
町
村
へ
指
導
す
る
こ
と
や

他
の
精
密
検
査
実
施
医
療
機
関

等
へ
の
治
療
や
療
育
等
の
依
頼
等
を
行
う
。
ま
た
、
必

要
に
応
じ
、
直
接
訪
問
指
導
も
実
施
。

②
．
電
話

・
面
接
相
談
や
、
産
科
医

療
機
関
・
市
町
村
か
ら
の
相
談
対
応

○
難
聴

と
診
断
さ
れ
た
子
を
持
つ
親
等
か
ら
の
相
談
や
照
会
へ
の
対
応
を
実
施
。

○
産
科
医
療
機
関

や
市
町
村
か
ら

の
、
聴
覚
に
関
す
る
専
門
的
な
照
会
や
療
育
機
関
と
の

連
携
に
つ
い
て
、
相
談
対
応
の
実
施
。

③
．
産
科
医
療
機
関
等

の
検
査
状
況
・
精
度
管
理
業
務

○
管
内

の
産
科
医
療
機
関
を
定
期

的
に
訪
問
し
、
検
査
機
器
の
有
無
や
検
査
の
実
施
方
法

や
精
度
等
の
確
認
を
実
施
。

【
２
．
聴
覚
検
査
機
器

の
購
入
補
助
】

■
小
規
模

の
医
療
機
関
等
が
聴
覚
検
査
の
機
器
（
自
動
AB
R）

を
購
入
す
る
際
の
補
助
を
実
施
。

■
実
施
主
体

：
都
道
府
県

■
補
助
単

価
（
案
)：

3,
60
0千

円
■
補
助
率
（
案
)：

国
1/
2、

都
道
府
県
1/
2

課
題

新
生

児
聴
覚

検
査
体
制

整
備

事
業

の
拡
充

都
道
府
県

or
都
道
府
県

が
指
定
す
る
医
療
機
関

市
町

村
産

科
医

療
機

関

・
電

話
相

談
、

訪
問

指
導

出
生

・
検

査

・
情

報
共

有
・
検

査
結

果
の

把
握

や
指

導
等

訪
問

・
指

導

・
聴

覚
検

査
情

報
の

共
有

・
精

度
管

理
業

務

＜
事
業
イ
メ

ー
ジ
：
都
道
府
県
新
生
児
聴
覚
検
査
管
理
等
事
業
＞
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保
健

所
児

童
相

談
所

子
育

て
支

援
機

関

医
療

機
関

（
産

科
医

、
小

児
科

医
等

）

①
妊

産
婦

等
の

支
援

に
必

要
な

実
情

の
把

握
②

妊
娠

・
出

産
・
育

児
に

関
す

る
相

談
に

応
じ

、
必

要
な

情
報

提
供

・
助

言
・
保

健
指

導

③
支

援
プ

ラ
ン

の
策

定
④

保
健

医
療

又
は

福
祉

の
関

係
機

関
と

の
連

絡
調

整

※
医

師
、

歯
科

医
師

、
栄

養
士

・
管

理
栄

養
士

、
歯

科
衛

生
士

、
理

学
療

法
士

、
心

理
職

な
ど

の
専

門
職

の
配

置
・
連

携
も

想
定

さ
れ

る
。

妊
産

婦
等

を
支

え
る

地
域

の
包

括
支

援
体

制
の

構
築

妊
娠

期
か

ら
子

育
て

期
に

わ
た

る
切

れ
目

の
な

い
支

援

障
害

児
支

援
機

関

妊
娠

前
妊

娠
期

出
産

産
後

育
児

妊
婦

健
診

乳
児

家
庭

全
戸

訪
問

事
業

子
育

て
支

援
策

・
保

育
所

・
認

定
こ

ど
も

園
等

・
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

事
業

・
里

親
・
乳

児
院

・
養

子
縁

組
・
そ

の
他

子
育

て
支

援
策

両
親

学
級

等

妊
娠

に
関

す
る

普
及

啓
発

不
妊

相
談

乳
幼

児
健

診

予
防

接
種

産
前

・
産

後
サ

ポ
ー

ト
事

業
産

後
ケ

ア
事

業

近
隣

住
民

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
な

ど
に

よ
る

イ
ン

フ
ォ

ー
マ

ル
な

サ
ー

ビ
ス

養
育

支
援

訪
問

事
業

民
間

機
関

・
関

係
団

体

ソ
ー

シ
ャ

ル
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

看
護

師
助

産
師

保
健

師

産
婦

健
診

サ ー ビ ス （ 現 業 部 門 ）マ ネ ジ メ ン ト （ 必 須 ）
母

子
保

健

子
育

て
支

援

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

全
国

展
開

○
妊

娠
期

か
ら

子
育

て
期

に
わ

た
る

切
れ

目
の

な
い

支
援

を
提

供
で

き
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

も
の

○
保

健
師

等
を

配
置

し
て

、
妊

産
婦

等
か

ら
の

相
談

に
応

じ
、

健
診

等
の

「
母

子
保

健
サ

ー
ビ

ス
」

と
地

域
子

育
て

支
援

拠
点

等
の

「
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

」
を

一
体

的
に

提
供

で
き

る
よ

う
、

必
要

な
情

報
提

供
や

関
係

機
関

と
の

調
整

、
支

援
プ

ラ
ン

の
策

定
な

ど
を

行
う

機
関

〇
母

子
保

健
法

を
改

正
し

、
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

を
法

定
化

（2
01

7年
４

月
１

日
施

行
）（

法
律

上
は

「母
子

健
康

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

」）
➢

実
施

市
町

村
数

：
９

８
３

市
区

町
村

（１
，
７
１
７
か

所
）2

01
9年

４
月

１
日

現
在

➢
２

０
２

０
年

度
末

ま
で

に
全

国
展

開
を

目
指

す
。

※
各

市
区

町
村

が
実

情
に

応
じ

て
必

要
な

箇
所

数
や

管
轄

区
域

を
判

断
し

て
設

置
。

産
後

ケ
ア

セ
ン

タ
ー

市
町

村
保

健
セ

ン
タ

ー
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー
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○
対

象
者

思
春

期
、

妊
娠

、
出

産
、

更
年

期
、

高
齢

期
等

の
各

ラ
イ

フ
ス

テ
ー

ジ
に

応
じ

た
相

談
を

希
望

す
る

者
（
不

妊
相

談
、

予
期

せ
ぬ

妊
娠

、
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

ケ
ア

、
性

感
染

症
の

対
応

を
含

む
）

○
事

業
内

容

（
１

）
身

体
的

、
精

神
的

な
悩

み
を

有
す

る
女

性
に

対
す

る
相

談
指

導
（
２

）
相

談
指

導
を

行
う

相
談

員
の

研
修

養
成

（
３

）
相

談
体

制
の

向
上

に
関

す
る

検
討

会
の

設
置

（
４

）
妊

娠
に

悩
む

者
に

対
す

る
専

任
相

談
員

の
配

置
（
５

）
（特

に
妊

娠
に

悩
む

者
）が

、
女

性
健

康
支

援
セ

ン
タ

ー
の

所
在

等
を

容
易

に
把

握
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

そ
の

所
在

地
及

び
連

絡
先

を
記

載
し

た
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
等

を
作

成
し

、
対

象
者

が
訪

れ
や

す
い

店
舗

等
で

配
布

す
る

等
広

報
活

動
を

積
極

的
に

実
施

（
６

）
特

定
妊

婦
等

に
対

す
る

産
科

受
診

等
支

援
（
７

）
若

年
妊

婦
等

に
対

す
る

SN
Sや

ア
ウ

ト
リ

ー
チ

に
よ

る
相

談
支

援
、

緊
急

一
時

的
な

居
場

所
の

確
保

○
実

施
担

当
者

・
・
・

医
師

、
保

健
師

又
は

助
産

師
等

○
実

施
場

所
（
実

施
主

体
：
都

道
府

県
・
指

定
都

市
・
中

核
市

）

全
国

８
１

ヵ
所

（令
和

元
年

７
月

１
日

時
点

）
※

自
治

体
単

独
１

３
か

所
４

７
都

道
府

県
、

札
幌

市
、

仙
台

市
、

さ
い

た
ま

市
、

千
葉

市
、

横
浜

市
、

川
崎

市
、

新
潟

市
、

静
岡

市
、

浜
松

市
、

名
古

屋
市

、
京

都
市

、
大

阪
市

、
堺

市
、

神
戸

市
、

広
島

市
、

北
九

州
市

、
福

岡
市

、
八

戸
市

、
盛

岡
市

、
福

島
市

、
川

越
市

、
八

王
子

市
、

鳥
取

市
、

呉
市

、
久

留
米

市
、

宮
崎

市

○
補

助
率

等
補

助
率

：
１

／
２

R
2
基

準
額

（
案

）
：

1
5
4
,3

0
0
円

（
月

額
）

加
算

分
：
若

年
妊

婦
等

支
援

の
強

化
運

営
費

：
1
6
8
,5

0
0
円

（
月

額
）

な
ど

○
相

談
実

績
平

成
２

９
年

度
：６

７
，

１
０

１
件

（
内

訳
：
電

話
４

０
，

６
６

３
件

、
面

接
２

１
，

５
８

７
件

、
メ

ー
ル

３
，

７
８

４
件

、
そ

の
他

１
，

０
６

７
件

）

○
相

談
内

容
・
女

性
の

心
身

に
関

す
る

相
談

（
２

５
，

４
８

０
件

）
・
不

妊
に

関
す

る
相

談
（
１

２
，

１
３

８
件

）
・
思

春
期

の
健

康
相

談
（
６

，
２

８
３

件
）

・
妊

娠
・
避

妊
に

関
す

る
相

談
（
９

，
０

９
４

件
）

・
メ

ン
タ

ル
ケ

ア
（
１

３
，

４
１

１
件

）
・
婦

人
科

疾
患

・
更

年
期

障
害

（
７

５
０

件
）

・
性

感
染

症
等

（
７

８
８

件
）

？

○
事

業
の

目
的

思
春

期
か

ら
更

年
期

に
至

る
女

性
を

対
象

と
し

、
各

ラ
イ

フ
ス

テ
ー

ジ
に

応
じ

た
身

体
的

・精
神

的
な

悩
み

に
関

す
る

相
談

指
導

や
、

相
談

指
導

を
行

う
相

談
員

の
研

修
を

実
施

し
、

生
涯

を
通

じ
た

女
性

の
健

康
の

保
持

増
進

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

女
性

健
康

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

（
令

和
元

年
予

算
）

（
令

和
２
年

度
予

算
案

）
１

１
３

百
万

円
→

２
２
１

百
万

円
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○
予

期
せ
ぬ

妊
娠
な
ど

に
よ

り
、

身
体
的
、

精
神

的
な

悩
み
や
不

安
を

抱
え

た
若
年
妊

婦
等

が
、

身
近

な
地
域
で

必
要

な
支

援
を
受
け

ら
れ

る
よ

う
、

SN
S等

を
活

用
し

た
相
談
支

援
等

を
行

う
。

○
若

年
妊
婦

等
へ
の
支

援
に

積
極

的
で
、
機

動
力

の
あ

る
NP
Oに

、
ア

ウ
ト
リ

ー
チ
や
若

年
妊

婦
等

支
援
の
業

務
の

一
部

及
び
全
て

を
委

託
す

る
な

ど
に

よ
り
、
様

々
な

地
域

の
実
情
に

応
じ

た
若

年
妊
婦
等

へ
の

支
援

を
行
う
。

◆
実
施
主
体
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市

◆
補
助
率
：
国
1/
2、

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
1/
2

【
地
域
に
お
け
る
継
続
的
な
支
援
】

○
福
祉
事
務
所
、
児
童
相
談
所
、
婦
人
相
談
所

、
子
育
て
世
代

包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
等

と
調
整
し
、
地
域
に
お
け
る
継
続
的
な

支
援
へ
つ
な
げ
る
。

地
域

に
お
け

る
継
続
的

な
支

援

【
長
期
間
の
居
場
所
の
確
保
】

○
長
期
的
に
ケ
ア
が
必
要
な
若
年
妊
婦
等
に
対
し

て
、
出
産
・
子
育
て
が
安
定
し
て
行
え
る
環
境

が
整
う
ま
で
の
居
場
所
の
確
保
を
支
援
す
る
。

母
子

生
活
支

援
施
設
等

＜
事
業
イ
メ
ー
ジ
＞

○
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
：
居
場
所
の
確
保
や
地
域
の

関
係
機
関
と
の
調
整

○
相
談
し
や
す
い
体
制
の
整
備
：
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
や
SN
S等

に
よ
る
相
談
支
援

○
特
定
妊
婦
等
に
対
す
る
産
科
受
診
等
支
援

○
次
の
支
援
に
つ
な
げ
る
ま
で
の
緊
急
一
時
的
な
居
場
所
の

確
保

○
継
続
的
な
相
談
支
援

○
保

健
師
等

に
よ
る

、
よ
り
専

門
的

な
相

談
（
電

話
相
談
・

窓
口

相
談

等
）

※
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
や
S
N
S等
を
活
用
し
た
相
談
支
援
な
ど
、
機
動
力
を
活
か
し
た
相
談

支
援
に
つ
い
て
N
PO
に
委
託
し
て
実
施
。

都
道
府
県
・

指
定
都
市
・
中
核
市

女
性

健
康
支

援
セ

ン
タ

ー

ア
ウ
ト
リ
ー
チ

＆
キ
ャ
ッ
チ

悩
み

を
抱
え

る
若
年
妊

婦
等

産
科
同
行
支
援

緊
急
一
時
的

な
居
場
所

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー

連
携
・
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

相
談

連
携
・
紹
介

○
地
域
の
NP
Oと

連
携
し
、
悩
み
を
抱
え
る
若
年
妊
婦
等

を
、
継
続
的
か
つ
専
門
的
な
支
援
へ
と
繋
げ
る
。

地
域

の
N
P
O

新

連
携
・
紹
介

若
年
妊
婦
等
支
援
事
業
【
新
規
】
～
不
安
を
抱
え
た
若
年
妊
婦
等
へ
の
支
援
～

（
令

和
元

年
予

算
）

（
令

和
２

年
度

予
算

案
）

０
百

万
円

→
１

，
２

０
３

百
万

円

◆
補
助
単
価
（
案
）

・
相

談
等
：

月
額
3
5
7
,
5
00
円

・
夜

間
・
休

日
対
応

：
月
額
5
3
,
0
0
0
円

・
特

定
妊
婦

産
科
同

行
等
支
援

費
：

月
額

3
0
7
,1
0
0
円

な
ど

※
本

事
業
の

取
組
を

女
性
健
康

支
援

セ
ン

タ
ー
が

行
う

場
合
は

「
女
性

健
康
支
援

セ
ン

タ
ー

事
業
」

に
よ

り
補
助

(運
営

費
月

額
1
6
8
,5
0
0
円
な

ど
)
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（
１

）
虐

待
予

防
に

向
け

た
広

報
・

啓
発

、
若

年
者

等
に

向
け

た
養

育
や

虐
待

予
防

に
資

す
る

知
識

の
普

及

（
２

）
国

民
運

動
健

や
か

親
子

2
1
 （

第
２

次
）

（
１

）
医

療
機

関
（

産
婦

人
科

、
精

神
科

、
小

児
科

、
歯

科
等

の
病

院
、

診
療

所
及

び
助

産
所

）
（

２
）

地
方

自
治

体
（

３
）

児
童

福
祉

施
設

（
助

産
施

設
）

母
子
保
健
施
策
を
通
じ
た
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
推
進
に
つ
い
て
（
通
知
）

平
成

3
0
年

７
月

2
0
日

子
母

発
0
7
2
0
第

１
号

（
１

）
母

子
保

健
施

策
を

通
じ

た
虐

待
の

発
生

予
防

〇
平

成
2
8
年

の
「

児
童

福
祉

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

」
（

平
成

2
8
年

法
律

第
6
3
号

）
に

よ
り

改
正

さ
れ

た
児

童
福

祉
法

に
お

い
て

、
児

童
虐

待
に

つ
い

て
発

生
予

防
か

ら
自

立
支

援
ま

で
の

一
連

の
対

策
の

更
な

る
強

化
等

を
図

る
た

め
、

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
（

母
子

保
健

法
（

昭
和

4
0
年

法
律

第
1
4
1
号

）
で

は
「

母
子

健
康

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

」
。

）
が

法
定

化
さ

れ
た

。
〇

妊
娠

の
届

出
や

乳
幼

児
健

康
診

査
等

は
、

市
町

村
が

広
く

妊
産

婦
等

と
接

触
す

る
機

会
と

な
っ

て
お

り
、

悩
み

を
抱

え
る

妊
産

婦
等

を
早

期
に

発
見

し
相

談
支

援
に

つ
な

げ
る

な
ど

、
児

童
虐

待
の

予
防

や
早

期
発

見
に

資
す

る
も

の
で

あ
る

こ
と

に
留

意
す

る
こ

と
が

、
母

子
保

健
法

上
も

明
確

化
さ

れ
（

同
法

第
５

条
第

２
項

）
、

母
子

保
健

施
策

と
児

童
虐

待
防

止
対

策
と

の
連

携
を

よ
り

一
層

強
化

す
る

こ
と

と
さ

れ
た

。

１
．
基
本
的
考
え
方

（
１

）
母

性
、

乳
幼

児
の

健
康

診
査

及
び

母
子

保
健

指
導

実
施

（
２

）
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

（
３

）
妊

娠
等

に
関

す
る

相
談

窓
口

の
設

置
・

周
知

（
４

）
各

相
談

窓
口

で
の

対
応

２
．
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
目
の
な
い
支
援

（
１

）
特

定
妊

婦
へ

の
支

援
（

２
）

乳
幼

児
健

康
診

査
、

予
防

接
種

を
受

け
て

い
な

い
家

庭
等

へ
の

支
援

（
３

）
育

児
不

安
等

を
抱

え
る

保
護

者
へ

の
支

援
（

４
）

要
支

援
児

童
等

に
関

す
る

情
報

提
供

３
．
養
育
支
援
を
必
要
と
す
る
家
庭
の
把
握
及
び
支
援

４
．
関
係
機
関
の
役
割
と
連
携
強
化

５
．
広
報
・
周
知
啓
発
の
徹
底
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乳
幼
児
健
康
診
査
未
受
診
者
等
に
対
す
る
取
組
事
例
等
の
周
知
に
つ
い
て
（
通
知
）

令
和

元
年

８
月

１
日

子
母

発
0
8
0
1
第

１
号

【
児

童
虐

待
防

止
に

資
す

る
乳

幼
児

健
康

診
査

の
取

組
】

○
妊

娠
の

届
出

や
乳

幼
児

健
康

診
査

等
の

母
子

保
健

施
策

は
、

市
町

村
が

広
く

妊
産

婦
等

と
接

す
る

機
会

と
な

っ
て

お
り

、
悩

み
を

抱
え

る
妊

産
婦

等
を

早
期

に
発

見
し

、
相

談
支

援
に

繋
げ

る
こ

と
は

も
と

よ
り

、
児

童
虐

待
の

防
止

や
早

期
発

見
に

資
す

る
と

い
う

観
点

か
ら

も
重

要
。

○
令

和
元

年
６

月
2
6
日

に
は

、
「

児
童

虐
待

防
止

対
策

の
強

化
を

図
る

た
め

の
児

童
福

祉
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」

が
公

布
さ

れ
た

。
〇

児
童

虐
待

防
止

に
資

す
る

乳
幼

児
健

康
診

査
の

取
組

に
関

し
て

は
、

平
成

3
0
年

７
月

2
0
日

付
け

子
母

発
0
7
2
0
第

１
号

「
母

子
保

健
施

策
を

通
じ

た
児

童
虐

待
防

止
対

策
の

推
進

に
つ

い
て

」
で

、
既

に
お

示
し

し
て

い
る

が
、

厚
労

省
で

行
っ

て
き

た
調

査
研

究
や

、
各

自
治

体
に

お
け

る
取

組
事

例
に

つ
い

て
、

参
考

と
し

て
各

自
治

体
で

活
用

い
た

だ
け

る
よ

う
、

と
り

ま
と

め
を

行
っ

た
も

の
。

１
．
基
本
的
考
え
方

２
．
調
査
研
究
等
を
踏
ま
え
た
取
組
の
ポ
イ
ン
ト

１
．

大
阪

府
の

取
組

事
例

２
．

青
森

県
の

取
組

事
例

３
．
自
治
体
に
お
け
る
取
組
事
例

１
．

未
受

診
者

へ
の

対
応

①
対

応
方

針
の

策
定

受
診

勧
奨

等
に

つ
い

て
、

期
限

等
を

事
前

に
定

め
る

②
対

応
の

際
の

注
意

事
項

目
視

に
よ

り
、

子
ど

も
の

状
況

を
確

認
す

る
③

保
護

者
の

状
況

確
認

家
庭

訪
問

等
に

よ
り

、
状

況
を

確
認

し
、

福
祉

分
野

も
含

め
て

適
切

な
支

援
に

繋
げ

る
④

多
機

関
と

の
情

報
共

有
関

係
機

関
等

と
の

積
極

的
な

情
報

共
有

を
行

う

２
．

支
援

対
象

者
へ

の
対

応
①

対
応

方
針

の
策

定
支

援
対

象
者

に
対

す
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
に

つ
い

て
、

期
限

を
決

め
て

、
事

前
に

対
応

方
針

を
定

め
る

。
②

支
援

対
象

者
の

選
定

多
職

種
で

の
検

討
に

よ
り

、
支

援
対

象
者

を
選

定
し

、
期

限
を

定
め

て
再

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
行

う
。

③
支

援
対

象
者

の
把

握
と

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
目

視
に

よ
り

、
子

ど
も

の
状

況
を

確
認

す
る

３
．

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
管

理
者

の
配

置
担

当
者

以
外

に
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

の
状

況
を

管
理

す
る

者
を

置
く

。
管

理
者

及
び

担
当

者
は

、
適

宜
、

関
係

機
関

と
連

携
を

行
う

。
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不
妊

に
悩

む
方

へ
の

特
定

治
療

支
援

事
業

に
つ

い
て

○
要
旨

不
妊
治
療
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
、
高
額
な
医
療
費
が
か
か
る
配
偶
者
間
の
不
妊
治
療
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
助
成

○
対
象
治
療
法

体
外
受
精
及
び
顕
微
授
精
（
以
下
「
特
定
不
妊
治
療
」
と
い
う
。
）

○
対
象
者

特
定
不
妊
治
療
以
外
の
治
療
法
に
よ
っ
て
は
妊
娠
の
見
込
み
が
な
い
か
、
又
は
極
め
て
少
な
い
と
医
師
に
診
断
さ
れ
た
法
律
上
の
婚
姻

を
し
て
い
る
夫
婦
（
治
療
期
間
の
初
日
に
お
け
る
妻
の
年
齢
が
４
３
歳
未
満
で
あ
る
夫
婦
）

○
給
付
の
内
容

①
１
回
１
５
万
円
（
初
回
の
治
療
に
限
り
３
０
万
円
ま
で
助
成
）

※
凍
結
胚
移
植
（
採
卵
を
伴
わ
な
い
も
の
）
及
び
採
卵
し
た
が
卵
が
得
ら
れ
な
い
等
の
た
め
中
止
し
た
も
の
つ
い
て
は
、
１
回
７
.
５
万
円

通
算
回
数
は
、
初
め
て
助
成
を
受
け
た
際
の
治
療
期
間
初
日
に
お
け
る
妻
の
年
齢
が
、
４
０
歳
未
満
で
あ
る
と
き
は
通
算
６
回
ま
で
、

４
０
歳
以
上
４
３
歳
未
満
で
あ
る
と
き
は
通
算
３
回
ま
で
助
成

②
男
性
不
妊
治
療
を
行
っ
た
場
合
は
１
５
万
円
（
初
回
の
治
療
に
限
り
３
０
万
円
ま
で
助
成
）

※
精
子
を
精
巣
又
は
精
巣
上
体
か
ら
採
取
す
る
た
め
の
手
術

○
所
得
制
限

７
３
０
万
円
（
夫
婦
合
算
の
所
得
ベ
ー
ス
）

○
指
定
医
療
機
関

事
業
実
施
主
体
に
お
い
て
医
療
機
関
を
指
定

○
実
施
主
体

都
道
府
県
、
指
定
都
市
、
中
核
市

○
補
助
率

１
／
２
（
負
担
割
合
：
国
１
／
２
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
１
／
２
）

平
成
１
６
年
度

１
７
，
６
５
７
件

平
成
１
７
年
度

２
５
，
９
８
７
件

平
成
１
８
年
度

３
１
，
０
４
８
件

平
成
１
９
年
度

６
０
，
５
３
６
件

平
成
２
０
年
度

７
２
，
０
２
９
件

平
成
２
１
年
度

８
４
，
３
９
５
件

平
成
２
２
年
度

９
６
，
４
５
８
件

平
成
２
３
年
度

１
１
２
，
６
４
２
件

平
成
２
４
年
度

１
３
４
，
９
４
３
件

平
成
２
５
年
度

１
４
８
，
６
５
９
件

平
成
２
６
年
度

１
５
２
，
３
２
０
件

平
成
２
７
年
度

１
６
０
，
７
３
３
件

平
成
２
８
年
度

１
４
１
，
８
９
０
件

平
成
２
９
年
度

１
３
９
，
７
５
２
件

１
．
事
業
の
概
要

３
．
支
給
実
績

（
令
和
元
年
度
予
算
）

（
令
和
２
年
度
予
算
案
）

１
６
，
３
７
６
百
万
円

→
１
５
，
１
３
４
百
万
円

平
成
１
６
年
度
創
設

１
年
度
あ
た
り
給
付
額
1
0
万
円
、
通
算
助
成
期
間
２
年
間
と
し
て
制
度
開
始

平
成
１
８
年
度

通
算
助
成
期
間
を
２
年
間
→
５
年
間
に
延
長

平
成
１
９
年
度

給
付
額
を
１
年
度
あ
た
り
１
回
1
0万
円
・
２
回
に
拡
充
、
所
得
制
限
を
6
50
万
円
→
7
3
0
万
円

に
引
き
上
げ

平
成
２
１
年
度
補
正

給
付
額
１
回
1
0万
円
→
1
5
万
円
に
拡
充

平
成
２
３
年
度

１
年
度
目
を
年
２
回
→
３
回
に
拡
充
、
通
算
1
0
回
ま
で
助
成

平
成
２
５
年
度

凍
結
胚
移
植
(採
卵
を
伴
わ
な
い
も
の
)
等
の
給
付
額
を
見
直
し
（
1
5
万
円
→
7
.5
万
円
）

平
成
２
５
年
度
補
正

安
心
こ
ど
も
基
金
に
よ
り
実
施

平
成
２
６
年
度

妻
の
年
齢
が
4
0歳
未
満
の
新
規
助
成
対
象
者
の
場
合
は
、
通
算
６
回
ま
で
助
成

（
年
間
助
成
回
数
・
通
算
助
成
期
間
の
制
限
廃
止
）
※
平
成
2
5年
度
の
有
識
者
検
討
会
の
報
告
書

に
お
け
る
医
学
的
知
見
等
を
踏
ま
え
た
見
直
し
（
完
全
施
行
は
平
成
2
8
年
度
）

平
成
２
７
年
度

安
心
こ
ど
も
基
金
に
よ
る
実
施
を
廃
止
し
、
当
初
予
算
に
計
上

平
成
２
７
年
度
補
正

初
回
治
療
の
助
成
額
を
1
5
万
→
3
0万
円
に
拡
充

男
性
不
妊
治
療
を
行
っ
た
場
合
、
1
5
万
円
を
助
成

平
成
２
８
年
度

妻
の
年
齢
が
4
3歳
以
上
の
場
合
、
助
成
対
象
外
。
妻
の
年
齢
が
4
0
歳
未
満
の
場
合
は
通
算
６
回
ま

で
、
4
0
歳
以
上
4
3歳
未
満
の
場
合
は
通
算
３
回
ま
で
助
成
（
年
間
助
成
回
数
・
通
算
助
成
期
間
の

制
限
廃
止
）

令
和
元
年
度

男
性
不
妊
治
療
に
か
か
る
初
回
の
助
成
額
を
1
5
万
→
3
0
万
円
に
拡
充

２
．
沿

革

14
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○
対

象
者

・
・
・

不
妊

や
不

育
症

に
つ

い
て

悩
む

夫
婦

等

○
事

業
内

容
（
１

）
夫

婦
の

健
康

状
況

に
的

確
に

応
じ

た
不

妊
に

関
す

る
相

談
指

導
（
２

）
不

妊
治

療
と

仕
事

の
両

立
に

関
す

る
相

談
対

応
（
３

）
不

妊
治

療
に

関
す

る
情

報
提

供
（
４

）
不

妊
相

談
を

行
う

専
門

相
談

員
の

研
修

○
実

施
担

当
者

・
・
・

不
妊

治
療

に
関

す
る

専
門

的
知

識
を

有
す

る
医

師
、

そ
の

他
社

会
福

祉
、

心
理

に
関

し
て

知
識

を
有

す
る

者
等

○
実

施
場

所
（
実

施
主

体
：
都

道
府

県
・指

定
都

市
・中

核
市

）

全
国

７
６

か
所

（
令

和
元

年
7月

1日
時

点
）
※

自
治

体
単

独
（3

か
所

）含
む

主
に

大
学

・
大

学
病

院
・
公

立
病

院
２

２
か

所
、

保
健

所
１

９
か

所
に

お
い

て
実

施
。

「
ニ

ッ
ポ

ン
一

億
総

活
躍

プ
ラ

ン
」
（
平

成
2
8年

6
月

2日
閣

議
決

定
）
不

妊
専

門
相

談
セ

ン
タ

ー
を

２
０

１
９

年
度

ま
で

に
全

都
道

府
県

・
指

定
都

市
・中

核
市

に
配

置

○
補

助
率

等
補

助
率

：
１

／
２

R
2
基

準
額

（
案

）
：

4
7
4
,5

00
円

（
月

額
）

○
相

談
実

績

平
成

２
９

年
度

：
２

４
，

８
３

０
件

（
内

訳
：
電

話
１

１
,３

３
５

件
、

面
接

８
,７

２
０

件
、

メ
ー

ル
１

,０
９

８
件

、
そ

の
他

１
,８

６
３

件
）

（
電

話
相

談
）

医
師

１
３

％
、

助
産

師
４

３
％

、
保

健
師

２
８

％
、

そ
の

他
（
心

理
職

な
ど

）
１

８
％

（
面

接
相

談
）

医
師

３
６

％
、

助
産

師
２

８
％

、
保

健
師

１
６

％
、

そ
の

他
（
心

理
職

な
ど

）
２

０
％

（
メ

ー
ル

相
談

）
医

師
２

３
％

、
助

産
師

４
０

％
、

保
健

師
２

０
％

、
そ

の
他

（心
理

職
な

ど
）

１
８

％

（
相

談
内

容
）

・
費

用
や

助
成

制
度

に
関

す
る

こ
と

（
１

２
，

８
５

２
件

）
・
不

妊
症

の
検

査
・
治

療
（
４

，
９

４
５

件
）

・
不

妊
の

原
因

（
１

，
８

６
３

件
）

・
不

妊
治

療
を

実
施

し
て

い
る

医
療

機
関

の
情

報
（
１

，
４

７
６

件
）

・
家

族
に

関
す

る
こ

と
（
１

，
３

０
１

件
）

・
不

育
症

に
関

す
る

こ
と

（
１

，
０

６
１

件
）

・
主

治
医

や
医

療
機

関
に

対
す

る
不

満
（
６

１
１

件
）

・
世

間
の

偏
見

や
無

理
解

に
よ

る
不

満
（
４

４
６

件
）

・
不

妊
治

療
と

仕
事

の
両

立
に

つ
い

て
（
３

１
８

件
）

○
事

業
の

目
的

不
妊

や
不

育
症

の
課

題
に

対
応

す
る

た
め

の
適

切
な

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り

、
生

涯
を

通
じ

た
女

性
の

健
康

の
保

持
増

進
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

不
妊

専
門

相
談

セ
ン

タ
ー

事
業

（
令

和
元

年
度

予
算
）

（
令

和
２
年

度
予

算
案

）
１

２
４

百
万

円
→

１
０

４
百

万
円

15
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デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
時
代
の
母
子
保
健
情
報
の
利
活
用
に
関
す
る
検
討
会
中
間
報
告
書
（
概
要
）

【
経

緯
】

○
2
0
1
8
年

１
月

に
厚

生
労

働
省

「
デ

ー
タ

ヘ
ル

ス
改

革
推

進
本

部
」

の
も

と
に

、
新

た
に

「
乳

幼
児

期
・

学
童

期
の

健
康

情
報

」
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

が
設

置
さ

れ
、

乳
幼

児
期

、
学

童
期

を
通

じ
た

健
康

情
報

の
利

活
用

等
に

つ
い

て
検

討
を

進
め

る
こ

と
と

な
っ

た
。

○
こ

れ
を

受
け

、
同

年
４

月
に

子
ど

も
家

庭
局

長
の

下
に

「
デ

ー
タ

ヘ
ル

ス
時

代
の

母
子

保
健

情
報

の
利

活
用

に
関

す
る

検
討

会
」

を
設

置
し

、
乳

幼
児

健
診

及
び

妊
婦

健
診

の
健

診
情

報
の

電
子

的
記

録
様

式
の

標
準

化
及

び
電

子
化

に
関

す
る

検
討

を
行

っ
た

。

【
中
間
報
告
書
の
主
な
内
容
】

１
．
電
子
的
に
記
録
・
管
理
す
る
情
報

○
乳

幼
児

健
診

（
３

～
４

か
月

、
１

歳
半

、
３

歳
）

及
び

妊
婦

健
診

の
健

診
情

報
に

か
か

る
「
標
準
的
な
電
子
的
記
録
様
式
」

及
び
「
最
低
限
電
子
化
す
べ
き
情
報
」

を
検

討
。

標
準
的
な
電
子
的
記
録
様
式

乳
幼

児
健

診
・

妊
婦

健
診

で
把

握
さ

れ
る

情
報

概
要

例

標
準
的
な
電
子

的
記
録
様
式

本
人

又
は

保
護

者
が

自
己

の
健

康
管

理
の

た
め

に
閲

覧
す

る
情

報
で

、
市

町
村

が
電

子
化

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
情

報
。

・
疾

病
及

び
異

常
の

診
察

所
見

・
新

生
児

聴
覚

検
査

に
関

す
る

情
報

・
風

疹
抗

体
検

査
に

関
す

る
情

報

最
低
限
電
子
化

す
べ
き
情
報

※
妊

婦
健

診
は

対
象

外

転
居

や
進

学
の

際
に

、
他

の
市

町
村

や
学

校
に

引
き

継
が

れ
る

こ
と

を
前

提
と

し
て

、
市

町
村

が
必

ず
電

子
化

す
る

情
報

。

・
各

健
診

時
に

お
け

る
受

診
の

有
無

・
診

察
所

見
の

判
定

に
関

す
る

情
報

２
．
電
子
的
記
録
の
利
活
用
に
つ
い
て

３
．
今
後
の
検
討
事
項

○
引

き
続

き
検

討
が

必
要

と
さ

れ
た

主
な

課
題

。
・

電
子

的
記

録
の

保
存

年
限

・
電

子
的

記
録

の
保

存
形

式
の

標
準

化
・

デ
ー

タ
化

す
る

項
目

の
定

義
や

健
診

の
質

の
標

準
化

・
学

校
健

診
情

報
と

の
連

携
に

つ
い

て
・

任
意

の
予

防
接

種
情

報
の

把
握

に
つ

い
て

・
市

町
村

に
お

け
る

母
子

保
健

分
野

の
情

報
の

活
用

の
在

り
方

に
つ

い
て

・
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
と

し
て

の
利

用
に

つ
い

て
・

個
人

単
位

化
さ

れ
る

被
保

険
者

番
号

の
活

用
に

か
か

る
検

討
も

踏
ま

え
た

医
療

等
分

野
に

お
け

る
情

報
と

の
連

携
に

つ
い

て
な

ど

マ
イ

ナ
ポ

ー
タ

ル
で

の
閲

覧
市

町
村

間
で

の
情

報
連

携

○
生

涯
を

通
じ

た
Ｐ

Ｈ
Ｒ

制
度

構
築

の
観

点
か

ら
、

医
療

機
関

等
に

お
い

て
は

、
健

診
情

報
等

を
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
に

よ
り

管
理

す
る

こ
と

と
な

っ
て

い
な

い
こ

と
も

踏
ま

え
、

医
療

情
報

も
含

め
た

個
人

の
健

康
情

報
を

同
一

の
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
で

閲
覧

す
る

方
法

等
に

つ
い

て
今

後
検

討
が

必
要

。
○

現
状

、
学

校
そ

の
も

の
は

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
制

度
に

お
い

て
番

号
利

用
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

行
政

機
関

、
地

方
公

共
団

体
等

と
し

て
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
な

い
た

め
、

学
校

健
診

情
報

と
母

子
保

健
情

報
の

連
携

に
当

た
っ

て
は

検
討

が
必

要
。

○
市

町
村

が
精

密
健

康
診

査
対

象
者

の
精

密
健

康
診

査
結

果
を

確
認

す
る

際
に

、
医

療
機

関
か

ら
返

却
さ

れ
る

精
密

健
康

診
査

結
果

を
効

率
的

に
照

合
す

る
等

の
活

用
を

進
め

る
こ

と
を

念
頭

に
、

被
保

険
者

番
号

も
把

握
す

る
方

向
。

「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
よ
り
管
理
」
「
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
識
別
子
は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
」

（
背

景
）

・
健

診
の

実
施

主
体

た
る

市
町

村
に

お
い

て
情

報
が

保
有

・
管

理
さ

れ
て

い
る

・
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
制

度
に

係
る

情
報

イ
ン

フ
ラ

が
全

国
的

に
整

備
さ

れ
て

い
る

乳
幼
児
期
・
学
童
期
の
健
康
情
報
の
一
元
的
活
用
の
検
討
な
ど
に
取
り
組
む
。

（
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
平

成
3
0
年

６
月

1
5
日

閣
議

決
定

）
乳
幼
児
期
・
学
童
期
の
健
康
情
報
の
一
元
的
活
用
の
検
討
な
ど
に
取
り
組
む
。

（
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
平

成
3
0
年

６
月

1
5
日

閣
議

決
定

）
政
府

方
針

Ｐ
Ｈ

Ｒ
（

P
e
rs

o
n
a
l 
H

e
a
lt
h
 R

e
co

rd
）

に
つ

い
て

、
平

成
3
2
年

度
よ

り
、

マ
イ

ナ
ポ

ー
タ

ル
を

通
じ

て
本

人
等

へ
の

デ
ー

タ
の

本
格

的
な

提
供

を
目

指
す

。
そ

の
た

め
、

予
防

接
種

（
平

成
2
9
年

度
提

供
開

始
）

に
加

え
て

、
平
成
3
2
年
度
か
ら
特
定
健
診
、
乳
幼
児
健
診
等
の
健
診
デ
ー
タ
の
提
供
を
開
始
す
る
こ
と
を
目
指
す

。
（

未
来

投
資

戦
略

2
0
1
8

平
成

3
0
年

６
月

1
5
日

閣
議

決
定

）

Ｐ
Ｈ

Ｒ
（

P
e
rs

o
n
a
l 
H

e
a
lt
h
 R

e
co

rd
）

に
つ

い
て

、
平

成
3
2
年

度
よ

り
、

マ
イ

ナ
ポ

ー
タ

ル
を

通
じ

て
本

人
等

へ
の

デ
ー

タ
の

本
格

的
な

提
供

を
目

指
す

。
そ

の
た

め
、

予
防

接
種

（
平

成
2
9
年

度
提

供
開

始
）

に
加

え
て

、
平
成
3
2
年
度
か
ら
特
定
健
診
、
乳
幼
児
健
診
等
の
健
診
デ
ー
タ
の
提
供
を
開
始
す
る
こ
と
を
目
指
す

。
（

未
来

投
資

戦
略

2
0
1
8

平
成

3
0
年

６
月

1
5
日

閣
議

決
定

）
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デ
ー

タ
ヘ

ル
ス

時
代

の
母

子
保

健
情

報
の

利
活

用
に

係
る

情
報

シ
ス

テ
ム

改
修

事
業

母
子
保
健
情
報
の
利
活
用
を
推
進
す
る
た
め
、
乳
幼
児
健
診
の
受
診

の
有
無
等
の
電
子
化
し
た
情
報
に
つ
い
て
、
転
居
時
に
市
町
村
間
で
引

き
継
が
れ
る
仕
組
み
や
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
を
活
用
し
、
子
ど
も
時
代

に
受
け
る
健
診
、
妊
婦
健
診
、
予
防
接
種
等
の
個
人
の
健
康
情
報
歴
を

一
元
的
に
確
認
で
き
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

妊
婦
健
診
や
乳
幼
児
健
診
で
実
施
す
る
項
目
の
う
ち
、
標
準
的
な
電

子
的
記
録
様
式
と
し
て
定
め
る
項
目
に
つ
い
て
、
中
間
サ
ー
バ
ー
へ
の

副
本
登
録
に
か
か
る
経
費
（
デ
ー
タ
標
準
レ
イ
ア
ウ
ト
の
改
版
に
伴
う

市
町
村
の
シ
ス
テ
ム
改
修
等
）
に
つ
い
て
補
助
す
る
。

市
町
村

２
/３

定
期
予
防

接
種
情
報

市
町
村
が
保
有
す
る
健
康
情
報

※
一
部
は
医
療
機
関
か
らの
報
告
に
よ
り把
握

妊
婦
健
診

情
報 マ
イナ
ポ
ー
タル
に
よる
閲
覧

転
居

転
居
時
に
引
き
継
ぐ

乳
幼
児
健
診
情
報

電
子
化

Ａ
市

Ｂ
市

・受
診
の
有
無
等

事
業
目
的

事
業
内
容

実
施
主
体

補
助
率

ス
ケ
ジ
ュー
ル
（
予
定
）

20
19
年
4月
頃
デ
ー
タ
標
準
レ
イ
ア
ウ
ト
（
β
版
）
デ
ジ
タ
ル
PM
O
公
開

20
19
年
7月
頃
デ
ー
タ
標
準
レ
イ
ア
ウ
ト
（
最
終
版
）
デ
ジ
タ
ル
PM
O
公
開

順
次
、
自
治
体
に
お
い
て
シ
ス
テ
ム
の
改
修

20
20
年
6月
～
運
用
開
始

標
準
的
な
電
子
的
記
録
様
式

最
低
限
電
子
化

す
べ
き
情
報「
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
時
代
の
母
子
保
健
情
報
の
利
活
用
に
関
す
る
検
討
会
」

中
間
報
告
書
に
基
づ
く
イ
メ
ー
ジ

（
令
和
元
年
度
予
算
）

１
，
２
５
１
百
万
円
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○
子

ど
も

の
死
因
究

明
（

Ch
il

d 
D
ea
t
h 

Re
v
ie
w（

以
下

「
CD
R」

と
い

う
。
）

）
は

、
子
ど

も
が
死
亡

し
た

時
に

、
複
数
の

機
関

や
専

門
家
（
医

療
機

関
、

警
察
、
消

防
、

行
政

関
係
者
等

）
が

、
子

ど
も
の
既

往
歴

や
家

族
背
景
、

死
に

至
る

直
接
の
経

緯
等

に
関

す
る
様
々

な
情

報
を

基
に
死
因

調
査

を
行

う
こ
と
に

よ
り

、
効

果
的
な
予

防
対

策
を

導
き
出
し

予
防

可
能

な
子
ど
も

の
死

亡
を

減
ら
す
こ

と
を

目
的

と
す
る
も

の
。

○
今

般
、

成
育
基
本

法
や

、
死

因
究
明
等

推
進

法
の

成
立
を
踏

ま
え

、
一

部
の
都
道

府
県

に
お

い
て
、
実

施
体

制
の

整
備
を
モ

デ
ル

事
業

と
し
て
試

行
的

に
実

施
し
、
そ

の
結

果
を

国
へ
フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
す
る
こ

と
で

、
２

年
後
の

CD
Rの

制
度
化

に
向
け
た

検
討

材
料

と
す
る
。

＜
事

業
イ
メ

ー
ジ
＞

■
実
施
主
体
：
都
道
府
県
（
全
国
で
５
箇
所

程
度
を
想
定
）
※
中
核
を
担
う
医
療
関
係
団
体
等
（

医
師
会
、
医
療
機
関
へ
の
委
託
も
可
）

■
補
助
単
価
（
案
）
：
11
,8
83
千
円

■
補
助
率
（
案
）
：
国
10
/1
0

■
事
業
内
容

○
CD
R関

係
機
関
連
絡
調
整
会
議
：

医
療
機
関
、
行
政
機
関
、
警
察
等
と
子
ど
も
の
死
亡
に
関

す
る
調
査
依
頼
や
、
こ
れ
に
対
す
る
報
告
な
ど
の
連
携

を
行
う
た
め
、
関
係
機
関
に
よ
る

調
整
会
議
を
実
施
し
、
デ
ー
タ
の
収
集
等
を
円
滑
に
行

う
環
境
を
整
え
る
。

○
CD
Rデ

ー
タ
収
集
・
整
理
等
：

子
ど
も
の
死
亡
に
関
す
る
情
報
（
医
学
的
死
因
、
社
会
的
原

因
）
を
関
係
機
関
か
ら
収
集
し
、
標
準
化
し
た
フ
ォ
ー

マ
ッ

ト
（
死
亡
調
査
票
：
厚
労
科
研
事
業

で
作
成
中
）
に
記
録
。

○
多
機
関

検
証
委
員
会
（
政
策
提
言
委
員
会

）
：
死
因
を
多
角
的
に
検
証
す
る
た
め
、
医
療
機

関
、
行
政
機
関
、
警
察
等
の
様
々
な
専
門
職
や
有
識

者
を
集
め
て
検
証
委
員
会
を
開
催

し
、
検
証
結
果
を
標
準
化
し
た
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
（
死
亡

検
証
結
果
表
）
に
記
録
す
る
。
さ
ら
に
、
都
道
府
県

に
対
し
、
検
証
結
果
を
も
と
に
今
後

の
対
応
策
な
ど
を
ま
と
め
た
提
言
を
行
う
。

②
CD
Rデ

ー
タ
収
集
・
整
理
等

①
CD
R関

係
機
関

連
絡
調
整
会
議

③
多
機
関
検
証
委
員
会

（
政
策
提
言
委
員
会
）

④
都
道
府
県
へ

提
言

【
事
業
の
流
れ
】

①
CD
R関

係
機
関
連
絡
調
整
会
議
に
よ
り
、

関
係
機
関
か
ら
の
デ
ー
タ
収
集
の
環
境
を
整

え
る
。

②
関
係
機
関
よ
り
収
集
し
た
デ
ー
タ
の
整
理

等
を
行
う
。

③
整
理
さ
れ
た
デ
ー
タ
に
基
づ
き
様
々
な
機

関
を
招
集
し
、
検
証
委
員
会
を
開
催
。

④
そ
の
後
、
ま
と
め
ら
れ
た
検
証
結
果
を
も

と
に
、
検
証
委
員
会
か
ら
都
道
府
県
に
対
し
、

今
後
の
対
応
策
な
ど
を
ま
と
め
た
提
言
を

行
う
。

子
ど
も
の
死
因
究
明

（
Ch
il
d 
De
at
h 
Re
vi
ew
）
体
制
整
備
モ
デ
ル
事
業
【
新
規
】

（
令

和
元

年
度

予
算
）

（
令

和
２

年
度

予
算
案

）
０

百
万

円
→

５
９

百
万

円
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母
体

血
を

用
い

た
出

生
前

遺
伝

学
的

検
査

に
つ

い
て

N
IP

Tを
め

ぐ
る

こ
れ

ま
で

の
経

過

平
成

2
5
年

３
月

平
成

2
5
年

4
月

平
成

3
1
年

３
月

令
和

元
年

６
月

1
0
月

日
本

産
科

婦
人

科
学

会
が

「母
体

血
を

用
い

た
新

し
い

出
生

前
遺

伝
学

的
検

査
」指

針
を

決
定

・公
表

日
本

医
学

会
、

日
本

産
科

婦
人

科
学

会
、

日
本

人
類

遺
伝

学
会

、
日

本
医

師
会

、
日

本
産

婦
人

科
医

会
が

、
「
母

体
血

を
用

い
た

新
し

い
出

生
前

遺
伝

学
的

検
査

」
に

つ
い

て
の

共
同

声
明

を
発

表

厚
生

労
働

省
か

ら
、

都
道

府
県

や
関

係
団

体
に

対
し

、
学

会
指

針
等

を
遵

守
し

た
対

応
を

依
頼

す
る

通
知

を
発

出

臨
床

研
究

と
し

て
NI

PT
開

始

日
本

産
科

婦
人

科
学

会
に

お
い

て
、

指
針

の
施

設
要

件
を

緩
和

し
、

一
般

の
産

科
医

療
機

関
（
分

娩
取

扱
施

設
）
に

お
い

て
も

NI
PT

を
実

施
可

能
と

す
る

新
指

針
案

が
打

ち
出

さ
れ

る

厚
生

労
働

大
臣

よ
り

、
同

年
秋

頃
に

検
討

の
場

を
設

け
、

NI
PT

検
査

に
つ

い
て

必
要

な
議

論
を

し
て

い
く
旨

表
明

日
本

産
科

婦
人

科
学

会
に

お
い

て
、

新
指

針
案

に
つ

い
て

は
運

用
開

始
を

保
留

す
る

と
発

表

第
１

回
「
母

体
血

を
用

い
た

出
生

前
遺

伝
学

的
検

査
（

NI
PT

）
の

調
査

等
に

関
す

る
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

」

－227－

TTYIY
テキスト ボックス
資料54



－228－

TTYIY
テキスト ボックス
資料55



児
童
虐
待
防
止
対
策
の
強
化
を
図
る
た
め
の
児
童
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
46
号
）の
概
要

改
正
の
趣
旨

児
童
虐
待
防
止
対
策
の
強
化
を
図
る
た
め
、
児
童
の
権
利
擁
護
、
児
童
相
談
所
の
体
制
強
化
及
び
関
係
機
関
間
の
連
携
強
化
等
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

１
．
児
童
の
権
利
擁
護
【
①
の
一
部
は
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
、
そ
れ
以
外
は
児
童
福
祉
法
】

①
親
権
者
は
、
児
童
の
し
つ
け
に
際
し
て
体
罰
を
加
え
て
は
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。
児
童
福
祉
施
設
の
長
等
に
つ
い
て
も
同
様
と
す
る
。

②
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
業
務
と
し
て
、
児
童
の
安
全
確
保
を
明
文
化
す
る
。

③
児
童
福
祉
審
議
会
に
お
い
て
児
童
に
意
見
聴
取
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
児
童
の
状
況
・
環
境
等
に
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
。

２
．
児
童
相
談
所
の
体
制
強
化
及
び
関
係
機
関
間
の
連
携
強
化
等

（
１
）
児
童
相
談
所
の
体
制
強
化
等
【
①
・
⑥
・
⑦
は
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
、
そ
れ
以
外
は
児
童
福
祉
法
】

①
都
道
府
県
は
、
一
時
保
護
等
の
介
入
的
対
応
を
行
う
職
員
と
保
護
者
支
援
を
行
う
職
員
を
分
け
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

②
都
道
府
県
は
、
児
童
相
談
所
が
措
置
決
定
そ
の
他
の
法
律
関
連
業
務
に
つ
い
て
、
常
時
弁
護
士
に
よ
る
助
言
・
指
導
の
下
で
適
切
か
つ
円
滑
に
行
う
た
め
、

弁
護
士
の
配
置
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
措
置
を
行
う
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、
児
童
相
談
所
に
医
師
及
び
保
健
師
を
配
置
す
る
。

③
都
道
府
県
は
、
児
童
相
談
所
の
行
う
業
務
の
質
の
評
価
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
業
務
の
質
の
向
上
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

④
児
童
福
祉
司
の
数
は
、
人
口
、
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
基
準
を
標
準
と
し
て
都
道
府
県
が
定
め
る
も
の
と
す
る
。

⑤
児
童
福
祉
司
及
び
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
任
用
要
件
の
見
直
し
、
児
童
心
理
司
の
配
置
基
準
の
法
定
化
に
よ
り
、
職
員
の
資
質
の
向
上
を
図
る
。

⑥
児
童
虐
待
を
行
っ
た
保
護
者
に
つ
い
て
指
導
措
置
を
行
う
場
合
は
、
児
童
虐
待
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
、
医
学
的
又
は
心
理
学
的
知
見
に
基
づ
く
指
導
を

行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

⑦
都
道
府
県
知
事
が
施
設
入
所
等
の
措
置
を
解
除
し
よ
う
と
す
る
と
き
の
勘
案
要
素
と
し
て
、
児
童
の
家
庭
環
境
を
明
文
化
す
る
。

（
２
）
児
童
相
談
所
の
設
置
促
進
【
①
は
児
童
福
祉
法
、
②
・
③
は
改
正
法
附
則
】

①
児
童
相
談
所
の
管
轄
区
域
は
、
人
口
そ
の
他
の
社
会
的
条
件
に
つ
い
て
政
令
で
定
め
る
基
準
を
参
酌
し
て
都
道
府
県
が
定
め
る
も
の
と
す
る
。

②
政
府
は
、
施
行
後
５
年
間
を
目
途
に
、
中
核
市
及
び
特
別
区
が
児
童
相
談
所
を
設
置
で
き
る
よ
う
、
施
設
整
備
、
人
材
確
保
・
育
成
の
支
援
等
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

そ
の
支
援
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
関
係
地
方
公
共
団
体
そ
の
他
の
関
係
団
体
と
の
連
携
を
図
る
も
の
と
す
る
。

③
政
府
は
、
施
行
後
５
年
を
目
途
に
、
支
援
等
の
実
施
状
況
、
児
童
相
談
所
の
設
置
状
況
及
び
児
童
虐
待
を
巡
る
状
況
等
を
勘
案
し
、
施
設
整
備
、
人
材
確
保
・

育
成
の
支
援
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

改
正
の
概
要

※
下
線
部
は
衆
議
院
に
よ
る
修
正
部
分

（
令
和
元
年
６
月

19
日
成
立
・
６
月

26
日
公
布
）
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（
３
）
関
係
機
関
間
の
連
携
強
化

【
①
は
児
童
福
祉
法
、
②
～
④
・
⑤
の
前
段
は
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
、
⑤
の
後
段
は
配
偶
者
か
ら
の
暴
力
の
防
止
及
び
被
害
者
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律
】

①
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
か
ら
情
報
提
供
等
の
求
め
が
あ
っ
た
関
係
機
関
等
は
、
こ
れ
に
応
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

②
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
関
係
地
方
公
共
団
体
相
互
間
並
び
に
市
町
村
、
児
童
相
談
所
、
福
祉
事
務
所
、
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
、
学
校
及
び

医
療
機
関
の
間
の
連
携
強
化
の
た
め
の
体
制
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

③
児
童
虐
待
を
受
け
た
児
童
が
住
所
等
を
移
転
す
る
場
合
に
、
移
転
前
の
住
所
等
を
管
轄
す
る
児
童
相
談
所
長
は
移
転
先
の
児
童
相
談
所
長
に
速
や
か
に

情
報
提
供
を
行
う
と
と
も
に
、
情
報
提
供
を
受
け
た
児
童
相
談
所
長
は
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
が
速
や
か
に
情
報
交
換
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
た
め
の

措
置
等
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

④
学
校
、
教
育
委
員
会
、
児
童
福
祉
施
設
等
の
職
員
は
、
正
当
な
理
由
な
く
、
そ
の
職
務
上
知
り
得
た
児
童
に
関
す
る
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。

⑤
Ｄ
Ｖ
対
策
と
の
連
携
強
化
の
た
め
、
婦
人
相
談
所
及
び
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
の
職
員
に
つ
い
て
は
、
児
童
虐
待
の
早
期
発
見
に
努
め
る
こ
と
と
し
、

児
童
相
談
所
は
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
保
護
の
た
め
に
、
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
と
連
携
協
力
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

３
．
検
討
規
定
そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備

①
児
童
福
祉
司
の
数
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
児
童
福
祉
司
の
数
に
対
す
る
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
が
過
重
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、
必
要
な
見
直
し
が

行
わ
れ
る
も
の
と
す
る
。

②
児
童
相
談
所
職
員
の
処
遇
改
善
、
一
時
保
護
所
等
の
量
的
拡
充
・
一
時
保
護
の
質
的
向
上
に
係
る
方
策
等
に
対
す
る
国
の
支
援
等
の
在
り
方
に
つ
い
て
、

速
や
か
に
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

③
民
法
上
の
懲
戒
権
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
施
行
後
２
年
を
目
途
に
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

④
一
時
保
護
そ
の
他
の
措
置
に
係
る
手
続
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
施
行
後
１
年
を
目
途
に
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

⑤
児
童
の
意
見
表
明
権
を
保
障
す
る
仕
組
み
と
し
て
、
児
童
の
意
見
を
聴
く
機
会
の
確
保
、
児
童
が
自
ら
意
見
を
述
べ
る
機
会
の
確
保
、
そ
の
機
会
に
児
童
を

支
援
す
る
仕
組
み
の
構
築
、
児
童
の
権
利
を
擁
護
す
る
仕
組
み
の
構
築
そ
の
他
の
児
童
の
権
利
擁
護
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
施
行
後
２
年
を
目
途
に
検
討
を
加
え
、

必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

⑥
児
童
福
祉
の
専
門
知
識
・
技
術
を
必
要
と
す
る
支
援
を
行
う
者
の
資
格
の
在
り
方
そ
の
他
資
質
の
向
上
策
に
つ
い
て
、
施
行
後
１
年
を
目
途
に
検
討
を
加
え
、

必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

⑦
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
施
策
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
施
行
後
５
年
を
目
途
に
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

⑧
通
報
の
対
象
と
な
る
Ｄ
Ｖ
の
形
態
及
び
保
護
命
令
の
申
立
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
範
囲
の
拡
大
、
Ｄ
Ｖ
加
害
者
の
地
域
社
会
に
お
け
る

更
生
の
た
め
の
指
導
等
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
公
布
後
３
年
を
目
途
に
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

⑨
そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
。

令
和
２
年
４
月
１
日
（
３
②
及
び
⑧
に
つ
い
て
は
公
布
日
、
２
（
１
）
②
及
び
⑤
の
一
部
に
つ
い
て
は
令
和
４
年
４
月
１
日
、
２
（
２
）
①
は
令
和
５
年
４
月
１
日
。
）

施
行
期
日
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府 共 第 9 8 号 

子 発 0 6 2 6 第 １ 号 

令和元年６月 26 日 

 

    都 道 府 県 知 事 

各  指 定 都 市 市 長    殿 

   児童相談所設置市市長 

 

内閣府男女共同参画局長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省子ども家庭局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律 

の公布について 

 

 

「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律」

（令和元年法律第 46 号。以下「改正法」という。）については、本年６月 19 日に

国会で可決・成立し、本日公布されたところである。改正の趣旨及び概要は下記の

とおりであり、十分御了知の上、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）をはじ

め、関係者、関係団体等に対し、その周知徹底をお願いする。 

改正法は、一部の規定を除き、令和２年４月１日から施行することとしている。

今後、必要な政省令等の改正を行い、その内容について別途通知する予定である。

また、改正法の施行に際しての留意点、その内容等を踏まえた「児童相談所運営指

針」（平成２年３月５日付け厚生省児童家庭局長通知）等の改正等についても、別

途通知する。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言である。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

  児童虐待防止対策の強化を図るため、児童の権利擁護、児童相談所の体制強化

及び関係機関間の連携強化等の措置を講ずる。 

 

第２ 改正の概要 

Ⅰ 児童の権利擁護 

 １ 親権者等による体罰の禁止（令和２年４月１日施行） 
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  ① 児童の親権を行う者は、児童のしつけに際して、体罰を加えることその他

民法（明治 29 年法律第 89 号）第 820 条の規定による監護及び教育に必要な

範囲を超える行為により当該児童を懲戒してはならないこと。（児童虐待の

防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号。以下「虐待防止法」という。）

第 14 条第１項関係） 

② 児童相談所長、児童福祉施設の長、その住居において養育を行う児童福祉

法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第８項に規定する厚生労働省令で

定める者（小規模住居型児童養育事業における養育者）及び里親は、監護、

教育及び懲戒に関し必要な措置をとることができる児童に対し、体罰を加え

ることはできないこと。（児童福祉法第 33 条の２第２項及び第 47 条第３項

関係） 

 

 ２ 懲戒権の在り方の検討（令和２年４月１日施行） 

政府は、改正法の施行後２年を目途として、民法第 822 条の規定の在り方に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとすること。（改正法附則第７条第５項関係） 

 

 ３ 児童相談所の業務の明確化（令和２年４月１日施行） 

   都道府県（児童相談所）の業務として、児童の権利の保護の観点から、一時

保護の解除後の家庭その他の環境の調整、当該児童の状況の把握その他の措置

により当該児童の安全を確保することを規定すること。（児童福祉法第 11 条第

１項関係） 

 

 ４ 児童福祉審議会における児童等の意見聴取の際の配慮事項（令和２年４月１

日施行） 

児童福祉審議会が児童福祉法第８条第６項の規定により児童、妊産婦及び知

的障害者、これらの者の家族その他の関係者の意見を聴く場合においては、意

見を述べる者の心身の状況、その者の置かれている環境その他の状況に配慮し

なければならないこと。（児童福祉法第８条第７項関係） 

 

 ５ 児童の意見表明権を保障する仕組みの検討（令和２年４月１日施行） 

政府は、改正法の施行後２年を目途として、児童の保護及び支援に当たって、

児童の意見を聴く機会及び児童が自ら意見を述べることができる機会の確保、

当該機会における児童を支援する仕組みの構築、児童の権利を擁護する仕組み

の構築その他の児童の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮される

ための措置の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとすること。（改正法附則第７条第４項関係） 

 

Ⅱ 市町村及び児童相談所の体制強化等 

 １ 市町村及び都道府県における体制の整備等に対する国の支援等（令和２年４
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月１日施行） 

① 都道府県知事は、市町村の児童福祉法第 10 条第１項各号に掲げる業務の

適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、市町村に対し、体制

の整備その他の措置について必要な助言を行うことができること。（児童福祉

法第 11 条第２項関係） 

② 都道府県は、児童福祉法による事務を適切に行うために必要な体制の整備

に努めるとともに、当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上の

ために必要な措置を講じなければならないこと。（児童福祉法第 11 条第６項

関係） 

③ 国は、市町村及び都道府県における児童福祉法第 10 条第４項及び第 11 条

第６項の体制の整備及び措置の実施に関し、必要な支援を行うように努めな

ければならないこと。（児童福祉法第 10 条第５項及び第 11 条第７項関係） 

 

 ２ 児童相談所の介入機能と支援機能の分離等（令和２年４月１日施行） 

   都道府県は、保護者への指導を効果的に行うため、児童の一時保護等を行っ

た児童福祉司等以外の者に当該児童に係る保護者への指導を行わせることその

他の必要な措置を講じなければならないこと。（虐待防止法第11条第７項関係） 

 

 ３ 児童相談所への弁護士の配置等（令和４年４月１日施行） 

   都道府県は、児童相談所がその業務のうち、児童福祉法第 28 条第１項各号

に掲げる措置（※）を採ることその他の法律に関する専門的な知識経験を必要

とするものについて、常時弁護士による助言又は指導の下で適切かつ円滑に行

うため、児童相談所における弁護士の配置又はこれに準ずる措置を行うものと

すること。（児童福祉法第 12 条第４項関係） 

   ※ 保護者が、その児童を虐待し、著しくその監護を怠り、その他保護者に

監護させることが著しく当該児童の福祉を害する場合において、児童を児

童養護施設に入所させる等の措置を採ることが児童の親権を行う者等の

意に反するときに都道府県が採ることができる措置 

 

 ４ 児童相談所への児童心理司の配置基準（令和２年４月１日施行） 

   心理に関する専門的な知識及び技術を必要とする指導をつかさどる所員（以

下「児童心理司」という。）の数は、政令で定める基準を標準として都道府県が

定めるものとすること。（児童福祉法第 12 条の３第７項関係） 

 

５ 児童相談所への医師及び保健師の配置（令和４年４月１日施行） 

児童の健康及び心身の発達に関する専門的な知識及び技術を必要とする指

導をつかさどる所員の中には、医師及び保健師が、それぞれ１人以上含まれな

ければならないこと。（児童福祉法第 12 条の３第８項関係） 

 

 ６ 児童相談所への児童福祉司及びスーパーバイザーの配置基準等（①から④ま
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で、⑥及び⑧は令和２年４月１日施行、⑤及び⑦は令和４年４月１日施行） 

  ① 児童福祉司の数の基準は、各児童相談所の管轄区域内の人口、児童虐待に

係る相談に応じた件数、里親への委託の状況及び市町村における児童福祉法

による事務の実施状況その他の条件を総合的に勘案して政令で定めるもの

とすること。（児童福祉法第 13 条第２項関係） 

  ② 児童福祉司の数の基準については、児童福祉司の数に対する児童虐待に係

る相談に応ずる件数が過重なものとならないよう、必要な見直しが行われる

ものとすること。（改正法附則第６条関係） 

③ 児童相談所長及び児童福祉司として任用することができる者に精神保健

福祉士及び公認心理師を追加すること。（児童福祉法第 12 条の３第２項及び

第 13 条第３項関係） 

④ 判定をつかさどる所員及び児童心理司の中に含まれなければならない者

の例示に公認心理師を追加すること。（児童福祉法第 12 条の３第５項及び第

６項関係） 

⑤ 児童福祉司として任用することができる者のうち、社会福祉主事である者

に必要な実務経験について、児童その他の者の福祉に関する相談に応じ、助

言、指導その他の援助を行う業務（相談援助業務）に２年以上従事したこと

とすること。（児童福祉法第 13 条第３項関係） 

  ⑥ 児童福祉司の中には、他の児童福祉司がその職務を行うため必要な専門的

技術に関する指導及び教育を行う児童福祉司（以下「スーパーバイザー」（※）

という。）が含まれなければならないこと。（児童福祉法第 13 条第５項関係） 

    ※ 法律上の名称は「指導教育担当児童福祉司」という。 

⑦ スーパーバイザーは、児童福祉司としておおむね５年以上勤務した者であ

って、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修の課程を修了したものでな

ければならないこと。（児童福祉法第 13 条第６項関係） 

⑧ 都道府県は、保護者への指導（虐待防止法第 11 条第２項の指導及び児童

虐待を行った保護者に対する児童福祉法第 11 条第１項第２号ニの規定によ

る指導）を効果的に行うため、スーパーバイザーに児童福祉司がその職務を

行うため必要な専門的技術に関する指導及び教育のほか保護者への指導を行

う者に対する専門的技術に関する指導及び教育を行わせなければならないこ

と。（虐待防止法第 11 条第７項関係） 

 

７ 児童相談所の業務の質の評価の実施等（令和２年４月１日施行） 

  ① 都道府県知事は、児童相談所が行う業務の質の評価を行うこと等により、

当該業務の質の向上に努めなければならないこと。（児童福祉法第 12 条第６

項関係） 

  ② 国は、①の措置を援助するために、都道府県知事が行う児童相談所の業務

の質の適切な評価の実施に資するための措置を講ずるよう努めなければな

らないこと。（児童福祉法第 12 条第７項） 
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 ８ 児童虐待の再発防止のための措置（令和２年４月１日施行） 

  ① 都道府県知事又は児童相談所長は、児童虐待を行った保護者について児童

福祉法第 27 条第１項第２号又は第 26 条第１項第２号の規定により指導を行

う場合は、当該保護者について、児童虐待の再発を防止するため、医学的又

は心理学的知見に基づく指導を行うよう努めるものとすること。（虐待防止

法第 11 条第１項関係） 

  ② 都道府県知事が児童虐待を受けた児童について採られた施設入所等の措

置を解除しようとするときの勘案事項に、当該児童の家庭環境が含まれる旨

を明確化すること。（虐待防止法第 13 条第１項関係） 

 

 ９ 児童相談所の体制の強化に対する国の支援等の在り方の検討（公布日施行） 

   政府は、速やかに、児童相談所の職員の処遇の改善に資するための措置、一

時保護所及び委託を受けて一時保護を行う者の量的拡充に係る方策、当該施設

又は当該者が行う一時保護の質的向上に係る方策その他の児童相談所の体制

の強化に対する国の支援その他の措置の在り方について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。（改正法附則第７条第１項関

係） 

 

10 児童の福祉に関し支援を行う者についての必要な資質の向上を図るための

方策の検討（令和２年４月１日施行） 

政府は、改正法の施行後１年を目途として、改正法の施行の状況等を勘案し、

児童の福祉に関し専門的な知識及び技術を必要とする支援を行う者について

の資格の在り方その他当該者についての必要な資質の向上を図るための方策

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。

（改正法附則第７条第３項関係） 

 

Ⅲ 児童相談所の設置促進 

 １ 児童相談所の管轄区域の策定基準（令和５年４月１日施行） 

児童相談所の管轄区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件

について政令で定める基準を参酌して都道府県が定めるものとすること。（児

童福祉法第 12 条第２項関係） 

  

 ２ 中核市及び特別区に対する児童相談所の設置支援（令和２年４月１日施行） 

  ① 政府は、改正法の施行後５年間を目途として、児童相談所及び一時保護所

の整備の状況、児童福祉司その他の児童相談所の職員の確保の状況等を勘案

し、中核市及び特別区が児童相談所を設置することができるよう、児童相談

所及び一時保護所の整備並びに職員の確保及び育成の支援その他必要な措

置を講ずるものとすること。（改正法附則第７条第６項関係） 

  ② 政府は、①の支援を講ずるに当たっては、関係地方公共団体その他の関係

団体との連携を図るものとすること。（改正法附則第７条第７項関係） 
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  ③ 政府は、改正法の施行後５年を目途として、①の支援その他必要な措置の

実施状況、児童相談所の設置状況及び児童虐待をめぐる状況等を勘案し、児

童相談所及び一時保護所の整備並びに職員の確保及び育成の支援の在り方

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとするこ

と。（改正法附則第７条第８項関係） 

 

Ⅳ 関係機関間の連携強化 

 １ 連携強化すべき関係機関の明確化（令和２年４月１日施行） 

   国及び地方公共団体による児童虐待の防止等のために必要な体制の整備に

関し、強化を図るべき関係機関間の連携の例示として、関係地方公共団体相互

間並びに市町村、児童相談所、福祉事務所、配偶者暴力相談支援センター、学

校及び医療機関の間の連携を明記すること。（虐待防止法第４条第１項関係） 

 

 ２ 児童虐待の早期発見の努力義務の対象者の明確化（令和２年４月１日施行） 

児童虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努

めなければならない団体に都道府県警察、婦人相談所、教育委員会及び配偶者

暴力相談支援センターが含まれること、並びに児童虐待の早期発見に努めなけ

ればならない者に警察官及び婦人相談員が含まれることを明確化すること。

（虐待防止法第５条第１項関係） 

 

３ 児童の福祉に職務上関係のある者の守秘義務（令和２年４月１日施行） 

 ① 学校の教職員、児童福祉施設の職員等児童の福祉に職務上関係のある者は、

正当な理由がなく、その職務に関して知り得た児童虐待を受けたと思われる

児童に関する秘密を漏らしてはならないこと。（虐待防止法第５条第３項関

係） 

 ② ①の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、虐待防止法第５条第２

項の規定による国及び地方公共団体の施策に協力するように努める義務の

遵守を妨げるものと解釈してはならないこと。（虐待防止法第５条第４項関

係） 

 

４ ＤＶ対応と児童虐待対応との連携強化（令和２年４月１日施行） 

ＤＶ被害者及びその同伴する家族の保護を行うに当たって、その適切な保護

が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるべき関係機関に

児童相談所が含まれることを明確化すること。（配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第 31 号）第９条関係） 

 

 ５ 要保護児童対策地域協議会からの情報提供等の求めへの応答の努力義務（令

和２年４月１日施行） 

関係機関等は、児童福祉法第 25 条の３第１項の規定に基づき、要保護児童対

策地域協議会から資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めが
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あった場合には、これに応ずるよう努めなければならないこと。（児童福祉法第

25 条の３第２項関係） 

 

 ６ 児童が転居する場合の措置（令和２年４月１日施行） 

児童相談所の所長は、児童虐待を受けた児童が住所又は居所を当該児童相談

所の管轄区域外に移転する場合においては、当該児童の家庭環境その他の環境

の変化による影響に鑑み、当該児童及び当該児童虐待を行った保護者について、

その移転の前後において指導、助言その他の必要な支援が切れ目なく行われる

よう、移転先の住所又は居所を管轄する児童相談所の所長に対し、速やかに必

要な情報の提供を行うものとすること。この場合において、当該情報の提供を

受けた児童相談所長は、要保護児童対策地域協議会が速やかに当該情報の交換

を行うことができるための措置その他の緊密な連携を図るために必要な措置を

講ずるものとすること。（虐待防止法第４条第６項関係） 

 

Ⅴ 検討事項等 

 １ 検討事項（③及び④は公布日施行、①及び②は令和２年４月１日施行） 

   政府は、Ⅰ２及び５、Ⅱ９及び 10 並びにⅢ２③に加え、以下の事項につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。 

  ① 政府は、改正法の施行後１年を目途として、要保護児童を適切に保護する

ために都道府県及び児童相談所が採る一時保護その他の措置に係る手続の

在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

すること。（改正法附則第７条第２項関係） 

  ② 政府は、改正法の施行後５年を目途として、改正法による改正後の児童福

祉法及び虐待防止法の規定の施行の状況を勘案し、児童虐待の予防及び早期

発見のための方策、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援並びに保護

者に対する指導及び支援の在り方その他の児童虐待の防止等に関する施策

の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とすること。（改正法附則第７条第９項関係） 

  ③ 政府は、改正法の公布後３年を目途に、配偶者からの暴力の発見者による

通報の対象となる配偶者からの暴力の形態及び保護命令の申立てをするこ

とができる被害者の範囲の拡大について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとすること。（改正法附則第８条第１項関係） 

    ④ 政府は、この法律の公布後３年を目途に、配偶者からの暴力に係る加害者

の地域社会における更生のための指導及び支援の在り方について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。（改正法附則第

８条第２項関係） 

 

 ２ 経過措置等（一部の規定を除き令和２年４月１日施行） 

   この法律の施行に関し、必要な経過措置を定めるとともに、関係法律につい

て所要の改正を行うこと。（改正法附則第２条から第５条まで及び第９条） 
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